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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月

売上高 (百万円) 36,941 39,866 41,538 42,430 48,097

経常利益 (百万円) 1,962 2,486 1,459 1,125 1,684

当期純利益 (百万円) 1,199 1,817 1,034 781 1,074

純資産額 (百万円) 23,379 24,826 26,007 26,522 26,675

総資産額 (百万円) 33,342 36,213 37,365 38,233 40,298

１株当り純資産額 (円) 720.85 765.88 802.78 819.48 826.33

１株当り当期純利益 (円) 36.84 55.89 31.75 24.13 33.22

潜在株式調整後
１株当り当期純利益

(円) 36.28 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.1 68.6 69.6 69.4 66.2

自己資本利益率 (％) 5.2 7.5 4.1 3.0 4.0

株価収益率 (倍) 20.4 14.4 24.9 25.9 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △107 4,280 3,330 3,075 2,003

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △836 △4,020 △4,012 △2,743 △1,830

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,533 △477 △406 107 156

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 3,146 2,954 1,936 2,381 2,670

従業員数 (人) 1,243 1,330 1,408 1,434 1,477

(注) １　連結売上高には、消費税等は含まれていない。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用している。

３　潜在株式調整後１株当り当期純利益については、第44期より潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４　株価収益率については、第47期において、当社株式は平成20年３月26日をもって東京証券取引所の上場

廃止となっているため記載していない。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高
(百万
円)

31,027 33,680 34,980 35,266 37,586

経常利益
(百万
円)

1,493 1,745 982 709 1,091

当期純利益
(百万
円)

839 1,189 750 536 653

資本金
(発行済株式総
数)

(百万
円)
(株)

4,434
(32,473,696)

4,434
(32,473,696)

4,434
(32,473,696)

4,434
(32,473,696)

4,434
(32,473,696)

純資産額
(百万
円)

21,844 22,628 22,902 22,910 23,074

総資産額
(百万
円)

29,656 32,118 32,080 32,173 32,771

１株当り純資産
額

(円) 673.65 698.22 707.12 707.86 715.18

１株当り配当額
(１株当り中間配
当額)

(円)
13.00
(6.50)

13.00
(6.50)

13.00
(6.50)

13.00
(6.50)

6.50
(6.50)

１株当り当期純
利益

(円) 25.87 36.70 23.16 16.58 20.21

潜在株式調整後
１株当り当期純
利益

(円) 25.52 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.7 70.5 71.4 71.2 70.4

自己資本利益率 (％) 3.9 5.4 3.3 2.3 2.8

株価収益率 (倍) 29.1 22.0 34.2 37.6 ―

配当性向 (％) 50.3 35.4 56.1 78.4 32.2

従業員数 (人) 763 793 828 844 892

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用している。

３　潜在株式調整後１株当り当期純利益については、第44期より潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４　株価収益率については、第47期において、当社株式は平成20年３月26日をもって東京証券取引所の上場

廃止となっているため記載していない。
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２ 【沿革】

日立粉末冶金㈱(本店　千葉県松戸市、実質上の存続会社)は昭和48年10月１日を合併期日として休

業中の日立粉末冶金㈱(旧称　同盟印刷㈱、本店　東京都千代田区)に形式上吸収合併されている。従っ

て以下特に記載のない限り、実質上の存続会社に関して記載している。

 

年月 沿革

昭和43年８月日立化成工業㈱より分離設立。資本金２億円。本店を千葉県松戸市とする。

昭和43年９月販売体制強化のため、粉末冶金製品販売の子会社関東商事㈱を設立。

昭和43年10月日立化成工業㈱から粉末冶金製品、コロイド黒鉛、ドライパウダ等の製造販売の事業を譲受け、

営業を開始。東京事務所及び東京営業所を設置。

昭和44年４月日本鉱業㈱(現　新日鉱ホールディングス㈱)の子会社日本含油合金㈱と合併。赤羽工場、大阪営

業所、名古屋営業所及び浜松出張所(現浜松営業所)を設置。

昭和45年２月粉末冶金ヘリカルギヤの製造販売開始。

昭和45年10月効率化をはかるため赤羽工場を松戸工場(現松戸事業所)に集約。

昭和46年９月カラーテレビブラウン管ブラックマトリックス用黒鉛塗料の製造販売開始。

昭和47年２月粉末冶金低公害用エンジン部品量産開始。

昭和48年３月当社の遊休土地の有効活用並びに関連業務の営業を目的とする子会社ミノリ商事㈱(現㈱エム

イーシー)を設立。

昭和48年10月１株当りの額面金額を500円から50円に変更するための合併を行う。

昭和49年２月焼結転造歯車の量産開始。

昭和51年２月茨城営業所(現茨城出張所)を設置。

昭和53年７月米国向インクリボン輸出開始。

昭和54年３月海外進出拠点としてシンガポールに子会社 Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte. Ltd.を

設立。

昭和60年９月業容拡大に対応するため、東京事務所及び東京営業所を東京都千代田区外神田三丁目秋葉原三

和東洋ビルに移転。

昭和60年10月千葉県香取郡多古町に香取分工場(現香取事業所)を建設、稼動開始。

昭和62年１月東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和62年10月米国に子会社 Sintering Technologies,Inc.を設立。

平成７年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成９年４月 Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte. Ltd.が Thai Sintered Products Co.,Ltd.に資本

参加。

平成11年10月日産自動車㈱横浜工場の粉末冶金製品製造部門の営業を譲受け、当社横浜工場(横浜製造部に名

称変更後平成14年２月に組織上は香取事業所に移管)として発足。

平成14年12月効率化をはかるため旧横浜製造部を香取事業所に集約。

平成16年６月中国に子会社日立粉末冶金(東莞)有限公司を設立。

平成19年７月Hitachi Powdered Metals Co.,Ltd.の全額引受けによる増資をSiam HPM Co.,Ltd.が行ったこ

とに伴い、同社は当社の連結子会社となる。

平成20年３月日立化成工業㈱よりの株式公開買付けと株式交換により同社の完全子会社となることに伴い、

東京証券取引所の上場廃止。

(注)　平成20年４月１日付で、上記理由により当社は日立化成工業㈱の完全子会社となっている。
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、親会社２社、子会社６社及び関連会社３社で構成

され、粉末冶金製品及び化成品の製造販売を主な内容として、更に各事業に関連する配送業務等の事

業活動を展開している。

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりである。なお、次の２部門は「第５　経理の状況　

１(1)連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一である。

粉末冶金関係…… 当社、連結子会社 Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte. Ltd.、日立

粉末冶金(東莞)有限公司及び Sintering Technologies,Inc.において製

造販売し、連結子会社Siam HPM Co.,Ltd.において販売している。

化成品関係……… 当社、連結子会社日立粉末冶金(東莞)有限公司において製造販売してい

る。

当社の製品の一部は、親会社㈱日立製作所に販売されているほか、連結子会社関東商事㈱を通じて

販売している。当社の製品の加工及び配送業務は連結子会社㈱エムイーシーに委託している。

関連会社三実精工㈱は粉末冶金製品の切削加工を、 Thai Sintered Products Co.,Ltd.は粉末冶金

製品の製造販売を、Bleistahl-STI North America,Inc.は粉末冶金製品の販売を主な事業内容として

いる。
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以上を事業系統図によって示すと、次のとおりである。

 

事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権に対する
被所有割合
(％)

関係内容

㈱日立製作所 東京都千代田区 282,033
電子、電機、機
械器具の製造
及び販売

92.7
(92.7)

日立化成工業㈱の親会社
であり、当社の製品を購入
している。
役員の兼任　　　なし

日立化成工業㈱ 東京都新宿区 15,421
化学製品の製
造及び販売

92.7
営業上の取引はない。
役員の兼任　　　２名

(注) １　議決権に対する被所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数である。

２　上記親会社はいずれも有価証券報告書提出会社である。

 

(2) 連結子会社

 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権に対する
所有割合
(％)

関係内容

関東商事㈱ 東京都千代田区
百万円
20

粉末冶金製
品・化成品
等の販売

100.0

当社が製造する製品の

販売を行っている。

役員の兼任　　　３名

(うち当社従業員２名)

※㈱エムイーシー 千葉県松戸市
百万円
10

梱包発送業
務・粉末冶
金製品の加
工及び福利
施設等管理

100.0

当社が委託している粉

末冶金製品の加工・配

送業務及び福利施設の

管理を行っている。

役員の兼任　　　４名

(うち当社従業員４名)

※Hitachi Powdered 
Metals(Singapore) Pte. Ltd.

シンガポール
チュアス

千US$
5,400

粉末冶金製
品の製造及
び販売

100.0

粉末冶金製品のシンガ

ポールにおける製造及

び販売を行っている。

役員の兼任　　　４名

(うち当社従業員３名)

※日立粉末冶金(東莞)有限公司 中国東莞市
千元
78,627

粉末冶金製
品・化成品
の製造及び
販売

100.0

粉末冶金製品・化成品

の中国における製造及

び販売を行っている。

役員の兼任　　　５名

(うち当社従業員４名)

Siam HPM Co., Ltd.
タイ
バンコク

千バーツ
29,125

粉末冶金製
品の販売

97.2
(97.2)

役員の兼任　　 ３名

(うち当社従業員２名)

※Sintering Technologies, Inc.
米国
インディアナ州

千US$
17,500

粉末冶金製
品の製造及
び販売

100.0

粉末冶金製品の米国に

おける製造及び販売を

行っている。

役員の兼任　　　４名

(うち当社従業員３名)

(注) １　議決権に対する被所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数である。

２　会社の名称欄※印は特定子会社に該当する。

３　売上高(連結子会社相互間の内部売上高を除く。)が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主な損益

情報等」については、所在地別セグメント情報のうち北米地域の売上高に占める当該連結子会社

(Sintering Technologies, Inc.)の売上高(連結子会社相互間の内部売上高を含む。)の割合が90％を

超えているため記載を省略している。
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(3) 持分法適用関連会社

 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権に対する
所有割合
(％)

関係内容

三実精工㈱ 静岡県浜松市
百万円
40

粉末冶金製
品の切削加
工

40.0
(40.0)

主として粉末冶金製品の

切削加工を委託してい

る。

役員の兼任　　　２名

(うち当社従業員２名)

Thai Sintered Products 
Co., Ltd.

タイ
チャチエンサオ

千バーツ
305,000

粉末冶金製
品の製造及
び販売

49.0
(49.0)

主として設備の供給を

行っている。

役員の兼任　　 ３名

(うち当社従業員２名)

Bleistahl-STI
North America,Inc.

米国
インディアナ州

千US$
200

粉末冶金製
品の販売

51.0
(51.0)

役員の兼任　　 ２名

(うち当社従業員１名)

(注) １　議決権に対する所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数である。

２　Bleistahl-STI North America,Inc.については、合弁契約により「意思決定機関」を実質的に支配して

いない。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

粉末冶金関係 1,327

化成品関係 102

その他 2

全社(共通) 46

合計 1,477

(注) 　従業員数は、就業人員である。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現
在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

892 38.6 15.3 6,523,942

(注) １　従業員数は、就業人員である。

２　平均年間給与(税込)は、基準外賃金及び賞与を含んでいる。

 

(3) 労働組合の状況

①　組合名

日立粉末冶金労働組合

②　所属上部団体名

日立グループ労働組合連合会及び日立化成関連労働組合連合会

③　組合員数

788人(平成20年３月31日現在)

④　その他

争議等特記すべき事項は一切なく、労使関係は相互信頼により安定的に維持されている。

なお、連結子会社には労働組合は結成されていない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、サブプライム問題に端を発する米国景気の停滞が一層鮮明

になったのに加え、国内においても原油を始めとする原材料の高騰に伴う設備投資や個人消費の伸

び悩みにより、景気は減速傾向を見せながら推移した。

この間当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)としては、成長性、収益性、健全性の

バランスが取れた経営の確立による業績向上を達成すべく、粉末冶金関係における、安定生産の確

立を目指した製造技術力の一層の向上並びに経営システムの改革による利益率のアップ、化成品関

係における、リチウムイオン二次電池用負極材料を始めとする事業の新たな柱となる新製品の市場

投入の促進などを全社一丸となって推進したのに加え、世界レベルでの事業展開を可能とする最適

連結事業体制を構築するためのグループ戦略の立案と実行等、日立粉末冶金グループとしての企業

価値最大化へ向けた諸施策を展開した。この結果、当連結会計年度の売上高は前年度比13％増に当

る480億９千７百万円、営業利益は前年度比56％増に当る16億９千５百万円、経常利益は前年度比

50％増に当る16億８千４百万円、当期純利益は前年度比38％増に当る10億７千４百万円となった。

事業のセグメント別業績を見ると、

粉末冶金関係

当社における粉末冶金関係の状況については、機械部品においては、輸送機械関係における四輪

車用エンジン部品、カーエアコン用高機能部品を中心とする電装部品並びに駆動部品の売上増に加

え、産業機械関係において建設機械用部品等が堅実な推移を見せたことなどにより、総じて順調に

売上を増加させることができた。軸受においては、電気機械関係は停滞基調となり、産業機械関係も

事務機械用の伸び悩み等によりほぼ前年度並となったが、四輪車用の電装品軸受を中心とする輸送

機械関係が大幅に売上を伸ばしたことにより、全体としては順調に推移した。また、Hitachi

Powdered Metals (Singapore) Pte. Ltd.では、モータ用軸受を中心とする電気機械関係が堅調に

推移した。日立粉末冶金(東莞)有限公司では、輸送機械関係における自動車部品並びに産業機械関

係における建設機械用部品などが順調に推移した。Sintering Technologies, Inc.では、主力製品

である四輪車用部品がやや伸び悩む結果となった。この結果、当事業の連結売上高は前年度比15％

増に当る432億８千９百万円、連結営業利益は前年度比80％増に当る12億１千６百万円となった。

化成品関係

当社における化成品関係の状況については、化成品においては、リチウムイオン二次電池用負極

材料の売上増加が、ブラウン管用黒鉛塗料の低迷をカバーすることができなかった。リボンにおい

ては、各種プリンタ用カートリッジリボンの売上増加を中心に、全般的に好調に推移した。組立品に

おいては、駆動ユニットを中心とする各種ユニット製品は順調な動きを見せたものの、油圧ポンプ

の減少により、全体としては伸び悩むこととなった。また、日立粉末冶金(東莞)有限公司では、ブラ

ウン管用黒鉛塗料の売上は停滞基調で推移したものの、組立品の売上が増加した。この結果、当事業

の連結売上高は前年度比１％減に当たる42億２千万円、連結営業利益は前年度比17％増に当たる４

億６千万円となった。

 

所在地別業績を見ると、国内においては粉末冶金関係の売上増加などにより、売上高は前年度比
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７％増に当る369億１千４百万円、営業利益は前年度比34％増に当る13億３百万円となった。

アジアにおいては、Hitachi Powdered Metals (Singapore) Pte. Ltd.の堅調並びに日立粉末冶

金(東莞)有限公司の業容拡大により、売上高は前年度比88％増に当る59億１千６百万円、営業利益

は前年度比106％増に当る３億２千４百万円となった。

北米においては、Sintering Technologies, Inc.における原価改善活動の結果、売上高は前年度

比７％増に当る52億６千６百万円、営業利益は５千万円となり黒字転換を果たすことができた。

 

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２億８千８百万円増

加し、前連結会計年度比12％増に当たる26億７千万円となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から10億７千２百万円

減少し、20億３百万円の収入となった。主な内訳は、税金等調整前当期純利益16億２千８百万円、減

価償却費29億３千万円、売上債権の増加額30億１千９百万円、仕入債務の減少額６億１百万円であ

る。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度中の投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から９億１千３百万

円増加し、18億３千万円の支出となった。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出21億１千７百

万円である。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度中の財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度から４千９百万円増

加し、１億５千６百万円の収入となった。主な内訳は、短期借入金純増額６億９千１百万円、配当金

の支払４億２千万円である。

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりである。

 

 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率(％) 68.6 69.6 69.4 66.2

時価ベースの自己資本比率(％) 72.2 68.6 52.8 ―

債務償還年数(年) 0.2 0.3 0.6 1.1

インタレスト・カバレッジ・レシ
オ

104.9 65.3 28.8 17.1

(注) １　自己資本比率：自己資本／総資産

２　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

３　時価ベースの自己資本比率については、平成20年３月期において、当社株式は平成20年３月26日をもっ

て東京証券取引所の上場廃止となっているため記載していない。

４　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

５　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／支払利息額

(1) いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出している。

(2) 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出している。

(3) キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用している。有利子負債は貸借対照表に計上さ

れている社債、借入金の合計額を対象としている。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)の生産、受注の状況においては、当社、Hitachi Powdered

Metals(Singapore)Pte. Ltd.、Sintering Technologies,Inc.及び日立粉末冶金(東莞)有限公司の４

社が、粉末冶金関係、化成品関係の両セグメントにおいて、その金額の大半を占めるため、その内容を

記載している。

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を当社及び連結子会社３社の事業の種類別セグメントごとに示すと、

次のとおりである。

 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

粉末冶金関係(百万円) 41,422 107

化成品関係(百万円) 4,290 96

合計(百万円) 45,712 106

(注) １　金額は販売価格によっている。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

(2) 受注状況

当連結会計年度の受注状況を当社及び連結子会社３社の事業の種類別セグメントごとに示すと、

次のとおりである。

 

事業の種類別セグメント
の名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

粉末冶金関係 44,387 116 5,847 123

化成品関係 4,292 101 497 117

その他 587 102 ― ―

合計 49,268 114 6,345 123

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

粉末冶金関係(百万円) 43,289 115

化成品関係(百万円) 4,220 99

その他(百万円) 587 102

合計(百万円) 48,097 113

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりである。

 

相手先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

新興電気株式会社 3,729 8.8 4,832 10.0

本田技研工業株式会社 3,333 7.9 3,434 7.1

日産自動車株式会社 2,862 6.7 2,895 6.0

 

３ 【対処すべき課題】

次期の見通しについては、設備投資及び個人消費を中心とする需要の回復に支えられた国内景気の

再浮上が期待されるが、今後の米国経済の動向、依然として高水準にある原材料価格に加え、不安定な

為替及び株式市場等の懸念材料もあり、景気の先行きは不透明な状況が続くものと思われる。

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)としては、上記バランス経営の一層の深化に

よる顧客の信頼確立と業績の向上を目指し、技術競争力を高めた優れた強い製品を早期に戦力化し、

新製品比率を高めることにより、事業の成長と収益の向上を成し遂げるとともに、モノづくり技術の

強化に全社をあげて取り組み、さらなる生産性向上を達成するのに加え、グローバル生産体制の整備

とグループ会社間での技術共有化をはかるなどの諸施策を強力に推進する所存である。

なお、当社は、親会社である日立化成工業㈱による株式公開買付けとこれに続く株式交換により、平

成20年４月１日付で同社の完全子会社となるとともに、同年３月26日付で㈱東京証券取引所の上場廃

止となった。今後は、日立化成工業㈱及び当社が保有する優れた技術並びに両社が築き上げてきた幅

広い顧客基盤を相互に活用することなどにより、事業の相乗効果を高めるとともに、日立化成グルー

プ全体の経営資源の有効活用により競争力の強化と事業の拡大をはかり、当社グループの企業価値増

大に役立てたいと考えている。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)は、世界各地において事業活動を行っており、

また、事業を遂行するために高度で専門的な技術を利用している。そのため、当社グループの事業活動

は多岐にわたる要因の影響を受けるが、その主なものは次のとおりである。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものである。

(1) 経済の動向による影響について

当社グループの市場である国及び地域の経済環境の動向は、当社グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性がある。当社グループが事業活動を行っている我国、アジア及び米国等の市場において、

景気後退により個人消費や民間設備投資が減少した場合、当社グループが提供する製品需要の減少

や価格競争の激化が進展する可能性があり、このような環境下において、当社グループは売上高や

収益性を維持できる保証はない。

(2) 為替相場の変動による影響について

当社グループは、取引先及び取引地域が世界各地にわたっているため、為替相場の変動リスクに

さらされている資産及び負債を保有している。また、米ドルを始めとする現地通貨建ての製品の輸

出及び原材料の輸入を行っていることから、為替相場の変動は、当社グループの経営成績に影響を

及ぼす可能性がある。米ドルを始めとする他の通貨に対する円高は、国内から海外市場に輸出され

る製品の価格競争力を弱め、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(3) 急速な技術革新について

当社グループの事業分野においては、新しい技術が急速に発展している。技術の開発に加えて、こ

れを継続的に、迅速かつ優れた費用効率で製品に適用することは、競争力を維持するために不可欠

であり、このような製品を生み出すためには、研究開発に対する多大な努力が必要となるが、当社グ

ループの研究開発が常に成功する保証はない。当社グループの技術の開発又は製品への適用が予定

どおり進展しなかった場合は、関連する当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(4) 競争の激化について

当社グループの事業分野においては、多様な競合相手が存在している。特に当社グループの主要

製品である自動車部品業界では、完成車メーカーのグローバル展開に対応する必要性からグローバ

ル規模での部品供給体制の確立が急務となっており、これが世界レベルでの企業間競争を激化させ

ている。このような激しい競争の下で成功するためには、価格、技術、品質等の面において競争力を

有する製品をタイムリーに市場に投入しなければならないが、当社グループの提供する全ての製品

についてこれが実現できる保証はなく、製品が競争力を維持できない場合又は市場投入の時期が適

切でない場合は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(5) 原材料、部品及びサービスの供給者への依存について

当社グループの生産活動は、供給者がタイムリーな方法により適切な品質及び量の原材料、部品

及びサービスを当社グループに供給する能力に依存している。供給者が他の顧客を有し、需要過剰

の状況において全ての顧客の要求を満たすための十分な能力を有しない可能性もあるため、当社グ

ループは、原則として複数の供給元を維持し、供給に関連する問題の発生を回避するため供給者と

緊密な関係を築くよう努めているが、供給不足や納入の遅延等の供給に関連する問題を完全に回避

できる保証はなく、このような問題が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能

性がある。
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(6) 主要原材料価格の変動による影響について

当社グループの製品は、鉄粉を原材料としているものが多く、その仕入価格は鉄鋼価格の変動の

影響を受けることがある。また、その他の原材料市況の変動により原材料調達価格が上昇し、当社グ

ループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(7) 企業買収、合弁事業及び戦略的提携について

当社グループは、各事業分野において、新技術や新製品の開発及び競争力の強化のため、事業の合

弁並びに戦略的提携を実施することがある。このような施策は、事業遂行、技術、製品及び人事上の

統合において時間と費用がかかる複雑な問題を含んでおり、適切な計画の下で実行がなされない場

合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がある。事業提携の成功は、当社グループが

コントロールできない提携先の決定や能力又は市場の動向によって影響されるが、これらの施策に

関連して、統合に関する費用や買収事業の再構築に関する費用等の買収関連の費用が当社グループ

に発生する可能性がある。また、当社グループが買収事業の統合に成功し、もしくは当該施策を通じ

て当初の目的の全部又は一部を達成することに成功する保証はない。

(8) 事業再構築について

当社グループは、経営の効率化と競争力の強化のため、不採算事業からの撤退、子会社等の整理、

製造拠点と販売網の再編並びに人員の適正化等による事業の再構築を継続しているが、これらの施

策に関連して、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす費用が生じる可能性がある。

各国政府の規制、雇用問題及びＭ＆Ａ市場における制約等によって、事業再構築の計画が適時に実

行できない可能性もある。また、当社グループが事業再構築の実施により、当初の目的の全部又は一

部を達成できる保証はない。

(9) 優秀な人材への依存について

当社グループが競争力を維持するためには、経営又は技術に関する能力に優れた人材を確保、採

用することが重要であると考えられるが、このような優秀な人材は限られており、その確保に関す

る競争は激化しているため、当社グループがこのような優秀な人材の確保、採用及び育成に成功す

る保証はない。

(10)知的財産権について

当社グループは、事業を遂行する上で、製品、製品のデザイン及び製造過程等に関する知的財産権

を利用しており、多数の知的財産権を保有するとともにライセンスの供与を行っている。また、必要

又は有効と認める場合には、第三者の知的財産権を使用するために相手方からライセンスを取得す

るが、それらの権利の保護、維持若しくは取得が予定どおり行われなかった場合又は第三者による

当社グループの知的財産権の侵害を完全に防止できなかった場合は、当社グループの事業遂行や競

争力に影響を及ぼす可能性がある。また、知的財産権に関する訴訟において当社グループが当事者

となる可能性があり、その結果費用が発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性がある。

(11)訴訟その他の法的手続について

当社グループは、事業を遂行する上で、取引先や第三者から訴訟等が提起され又は規制当局より

法的手続がとられるリクスを有している。これらにより、当社グループに対して巨額かつ予想困難

な損害賠償の請求がなされた場合又は事業遂行上の制限が加えられた場合、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。
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(12)製品の品質と責任について

当社グループの製品は、高度な技術や複雑な技術を利用したものが増えており、また、原材料等を

外部の供給者から調達していることにより、品質保証へのコントロールは複雑化している。当社グ

ループの製品に欠陥等の問題が生じた場合には、当該問題から生じた損害について当社グループが

責任を負うとともに、当社グループの製品品質への信頼や経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(13)情報システムについて

当社グループの事業活動において、情報システムの利用とその重要性は増大しているため、天変

地異や人為的な原因によって情報システムの機能に支障が生じた場合、当社グループの事業活動、

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(14)海外活動について

当社グループは、我国の他にアジア及び米国等の国及び地域で生産及び販売を行っているが、こ

れら海外市場では政治的及び社会的リスクがあり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性がある。

(15)公的規制について

当社グループの事業活動は、当社グループが事業を行う各国の多様な規制に服する。このような

規制には、投資、貿易、競争、知的財産権、税、為替及び環境・リサイクルに関する規制を含んでおり、

規制に関する重大な変更は、当社グループの事業活動を制限し、もしくはコストを増加させ、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(16)環境問題について

各種の物質を取扱う当社グループは、環境基本法、大気汚染防止法及び水質汚濁防止法等の環境

法令を遵守している。当社では、有害物質が社外に流出しないように万全の対策をとっているが、万

一流出した場合には、社会的信用の失墜、補償・対策費用の支出又は生産停止等の事態が発生する。

また、将来の法規制の厳格化や環境に対する社会の関心の一層の高まりにより、過去の事業活動も

含め、過失の有無にかかわらず、当社グループは法的、社会的責任を負う可能性がある。これらのこ

とは、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(17)事故及び災害について

当社グループは、火災、爆発等の事故を防止するため、設備点検を実施するとともに、安全装置及

び消火設備の充実等をはかっており、また、地震、台風等の自然災害に備え、生産設備及び情報・通

信システムの安全性向上その他の対応策を講じているが、これらの施策にかかわらず事故や災害に

よる損害を完全に防止できる保証はない。これらの損害が発生すると、生産能力が低下し販売に大

きな影響を与え、さらに事業体制の立直しのために多額の費用を要する場合があるが、これらのこ

とは、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。

(18)情報の漏洩について

当社グループは、技術、営業、その他事業に関する営業秘密並びに多数の他企業及び個人の情報を

有しており、その情報管理に万全を期しているが、予期せぬ事態により情報が流出し、第三者がこれ

を不正に取得、使用する可能性がある。当社グループの営業秘密が不正に外部に流出した場合、当社

グループの事業に影響を与えるおそれがあり、また、他企業及び個人の情報が外部に流出した場合、

被害を受けた企業及び個人に対して損害賠償責任を負うとともに、当社グループの事業やイメージ

に影響を与えるおそれがあるが、これらのことは、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性がある。
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(19)財務について

当社グループは、株式等の有価証券を保有しており、これらの有価証券の価格の下落は、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がある。また、当社グループは、資本市場から

の資金調達を行っており、金利の変動や信用リスクによる影響を受ける可能性がある。

(20)退職給付債務について

当社グループは、数理計算によって算出される多額の退職給付費用及び債務を負担しているが、

この評価には、予定死亡率、退職率、昇給率、割引率、年金資産の期待収益率等の重要な前提条件が含

まれている。当社グループは、人員の状況、現在の市況及び将来の金利の動向等の多くの要素を考慮

に入れて、主要な前提条件を見積る必要があり、主要な前提条件の見積りは、基礎となる要素に基づ

き合理的であると考えているが、実際の結果と合致する保証はない。割引率の低下は、数理上の退職

給付債務の増加をもたらし、従業員の平均残存勤務期間にわたって償却される数理上の差異の額に

影響する。主要な前提条件の変化は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

がある。

(21)親会社との関係について

当社の親会社である日立化成工業㈱(平成20年４月１日現在、当社の完全親会社)は傘下に多数の

関係会社を擁し、エレクトロニクス、工業材料、住宅機器・環境設備の３部門にわたって、製品の製

造及び販売・サービスに至る幅広い事業活動を展開しており、当社は工業材料部門の一部を担って

いる。当社取締役５名のうち２名は同社の役員を兼任しており、同社及び同社の親会社である㈱日

立製作所とは技術協力、人的協力及び製品の供給等において密接な関係がある。従って当社グルー

プの事業展開等は、同社及び同社の親会社の経営戦略等の影響を受ける可能性がある。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成20年２月26日開催の取締役会において、日立化成工業㈱(以下、「日立化成」という。)と

の株式交換により、同社が当社の全株式を取得し、当社を完全子会社とする旨の株式交換について決

議、同日付で株式交換契約を締結し、平成20年４月１日付で株式交換を実施した。

(1) 株式交換の目的

日立化成及び当社が保有する優れた技術を両社の製品開発に応用するとともに、両社が築き上げ

てきた幅広い顧客基盤を相互に活用すること等により、事業の相乗効果を高めることが可能となる

とともに、当社にとっても、同社の完全子会社となることは、同社グループ全体の経営資源の有効活

用により競争力の強化と事業の拡大がはかれるため、企業価値向上の好機になる。

(2) 株式交換比率

当社株式１株に対し、日立化成株式0.37株を割当てる。

(3) 株式交換比率の算定根拠

本株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、両社がそれぞれ別

個に、両社から独立した第三者機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、日立化成は野村證

券株式会社(以下、「野村證券」という。)を、当社は株式会社KPMG FAS(以下、「KPMG」という。)を、

それぞれの第三者算定機関として選定した。

野村證券は、日立化成については、市場株価平均法を採用して算定を行い、当社については、市場

株価平均法、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法及び類似会社比較法を採用して算定を

行った。

一方、KPMGは、当社については、市場株価方式、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー方式及

び類似会社比準方式を採用して算定を行い、日立化成については、市場株価方式を採用して算定を

行った。

日立化成及び当社は、上述の第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を慎重に

検討し、交渉・協議を重ねた結果、株式交換比率を決定した。

(4) 株式交換期日

　平成20年４月１日

(5) 株式交換により日立化成が発行した株式数

　897,405株

(6) 株式交換完全親会社となる会社の資本金・事業の内容

　資本金　15,442百万円

　事業の内容　化学製品の製造及び販売
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６ 【研究開発活動】

当社の研究開発は、自動車を始めとする各市場での技術革新への対応と新規市場の開拓を目的とし

て、機能及び価格の両面で対応できる新製品の開発に積極的に取り組んでいる。

研究開発は、マーケット対応一貫型組織の構築、利益指向徹底のためのプロフィット管理体制の構

築等を目指したスモール・ビジネス・ユニット組織により行われ、粉末冶金関係はテクニカルセンタ

が、化成品関係は開発グループが中心となり推進している。

当連結会計年度における研究開発費は総額13億５千８百万円であり、事業の種類別セグメント別の

研究開発の状況は次のとおりである。

粉末冶金関係：高強度焼結材料、高耐摩耗材料、軽量焼結材料、高精度・低摩擦部品ユニット、半導体

用部材、エネルギー関連部材及び各種新工法などに関する研究開発を行っている。

当連結会計年度中に上市した新製品としては、従来の強度と被削性を維持したまま工

程の簡略化が可能な新材料(38EHM)を開発することにより市場投入が可能となった新

ベアリングキャップ、精度面での歩留まりを向上させる必要から新熱処理技術(セミ

ホットクエンチ)を適用したVTC高精度スプロケット、材料の気孔形態をコントロール

し、低摩擦係数を実現した鉄―銅系材料(EAK―６)によるパワーウィンド用電装軸受、

ディーゼル車の厳しい排ガス規制(EUROV)に対応した、優れた磁気特性を有する

フューエルインジェクタ用磁気ユニット部品で、特にアーマチュアは焼結磁性材と溶

製シャフトとの拡散接合複合部品であるDEインジェクタ用ステータコア及びアーマ

チュア、焼結バルブガイド材の持つ本来の高耐摩耗特性を維持しつつ、被削性と強度

を飛躍的に向上させた材料(EB―22)を用いた高強度高被削性バルブガイド、高強度焼

結ギアに焼結軸受をアセンブリした製品において、新製法適用による工程簡略化と寸

法精度向上を達成し、焼結ギアには容易に焼結可能で安価な新材料を適用したスター

タ遊星ギアユニット、高温における高耐酸化耐摩耗性の新規開発焼結材料とステンレ

ス溶製シャフトを焼結拡散接合することで耐摩耗性と強度を両立したディーゼル

ターボチャージャ用複合部品であるDEターボチャージャ用ピンアッシ等があり、その

研究開発費は８億６千１百万円である。

化成品関係：ブラウン管用塗料、電池用極剤、コンデンサ用炭素材料、新ディスプレイ用材料などに

関する研究開発を行っており、その研究開発費は３億５千万円である。

なお、上記のセグメントに分類されない新事業関係の研究開発費は１億４千５百万円である。

また、子会社に対してはこれらの研究成果を積極的に開示し、それぞれの市場にマッチした製品の

早期開発に努めている。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の当連結会計年度の経営成績は、粉末冶金

関係では、機械部品においては、輸送機械関係における四輪車用エンジン部品、カーエアコン用高機

能部品を中心とする電装部品並びに駆動部品の売上増に加え、産業機械関係において建設機械用部

品等が堅実な推移を見せたことなどにより、総じて順調に売上を増加させることができた。軸受に

おいては、電気機械関係は停滞基調となり、産業機械関係も事務機械用の伸び悩み等によりほぼ前

年度並となったが、四輪車用の電装品軸受を中心とする輸送機械関係が大幅に売上を伸ばしたこと

により、全体としては順調に推移した。化成品関係では、化成品においては、リチウムイオン二次電

池用負極材料の売上増加が、ブラウン管用黒鉛塗料の低迷をカバーすることができなかった。リボ

ンにおいては、各種プリンタ用カートリッジリボンの売上増加を中心に、全般的に好調に推移した。

組立品においては、駆動ユニットを中心とする各種ユニット製品は順調な動きを見せたものの、油

圧ポンプの減少により、全体としては伸び悩むこととなった。この結果、当事業年度の売上高は前年

度比13％増に当る480億９千７百万円、営業利益は前年度比56％増に当る16億９千５百万円、経常利

益は前年度比50％増に当る16億８千４百万円、当期純利益は前年度比38％増に当る10億７千４百万

円となった。

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の営む事業は、粉末冶金関係と化成品関係

に大別されるが、このうち粉末冶金関係においては、主力の輸送機械関連部品において、主要顧客で

ある自動車メーカーのグローバル展開に対応して、当社では米国、中国、東南アジアにおける資本進

出、欧州、南米でのアライアンス展開等の方策を講じているが、今後一層この傾向は強まるものと推

定される。また、製品面においては、上記(1)に記載の輸送機械関係部品は今後とも伸長が見込まれ

るが、これと並行して製品特性等の顧客要求はますます高度化しており、一層の製造技術向上が必

要不可欠となってきている。化成品関係では、ブラウン管用黒鉛塗料におけるブラウン管の液晶等

への移行に伴う売上減少やブラウン管の低価格化に伴う当社製品の売価下落、リボンにおける各種

プリンタ用カートリッジリボンの市場規模縮小の影響等が、今後の売上に対する懸念材料となって

いる。

(3) 戦略的現状と見通し

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)としては、上記(2)に記載の要因を分析した

上で、粉末冶金関係についてはグローバルレベルでの戦略を構築しているが、その一環として、粉末

冶金製品の製造、販売を主目的とし、中国広東省東莞市に当社全額出資により設立した日立粉末冶

金(東莞)有限公司が、平成17年４月より稼動を開始した。中国においては、今後自動車生産の大幅な

増加が見込まれており、同社は日系進出企業を始めとする自動車メーカーを中心に、エンジン部品

等の粉末冶金機械部品を供給している。化成品関係においては、上記新会社はブラウン管用黒鉛塗

料の製造、販売も行っており、中国における当社のシェア拡大をはかることとしている。しかしなが

ら、ブラウン管の液晶等への移行は今後とも進展するものと予想されることから、現在当事業の主

力製品であるブラウン管用黒鉛塗料については、今後売上が減少していくものと考えられるため、

当社では当事業の第２の柱となる新製品の上市を急務と考えており、当該新製品の一つであり既に

販売を開始しているリチウムイオン電池用負極材料に続く新製品の開発に一層注力していくこと

としている。
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(4) 財務状態の分析

①　キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２億８千８百万円

増加し、前連結会計年度比12％増に当たる26億７千万円となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益16億２千

８百万円、減価償却費29億３千万円、売上債権の増加額30億１千９百万円、仕入債務の減少額６

億１百万円などにより、20億３百万円の収入となった。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度中の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出

21億１千７百万円などにより、18億３千万円の支出となった。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度中の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金純増額６億９千１百

万円、配当金の支払４億２千万円などにより、１億５千６百万円の収入となった。

②　資産及び負債・純資産の分析

イ．資産

当連結会計年度末の総資産額は、前連結会計年度末から20億６千５百万円(５％)増加し、402

億９千８百万円となった。

流動資産は、前連結会計年度末から36億３千２百万円(23％)増加し、194億２千８百万円と

なった。受取手形及び売掛金は、前連結会計年度末から36億１千８百万円増加し、112億４百万

円となった。たな卸資産は、前連結会計年度末から２億５千２百万円減少し、31億９千１百万円

となり、たな卸資産回転率は、前連結会計年度の12.5回から14.5回となった。また、貸倒引当金

は前連結会計年度末から４千６百万円減少し１千３百万円を計上した。

有形固定資産は、設備投資の抑制及び減価償却費制度変更の影響により、前連結会計年度末

から13億６千１百万円(８％)減少し、155億４千５百万円となり、有形固定資産回転率は、前連

結会計年度の2.5回から3.0回となった。無形固定資産は、前連結会計年度末から２千１百万円

(10％)減少し、１億９千６百万円となった。投資その他の資産は、前連結会計年度末から１億８

千４百万円(３％)減少し、51億２千８百万円となった。これは、株式の追加取得により持分法適

用関連会社が連結したことにより、投資有価証券が減少したことによるものである。

ロ．負債

当連結会計年度末の負債総額は、前連結会計年度末から19億１千２百万円増加し、136億２千

２百万円となった。

流動負債は、前連結会計年度末から18億７千２百万円(21％)増加し、108億９千１百万円と

なった。これは、買掛金及び短期借入金が前連結会計年度末から17億１千１百万円増加したが

未払金が１億３千５百万円増加したほか、課税所得の増加に伴う未払法人税等が４千１百万円

増加したことによるものである。なお、流動資産から流動負債を差し引いた運転資本は１億７

千６百万円(26％)増加して85億３千７百万円となった。固定負債は、前連結会計年度末から４

千万円(１％)増加し、27億３千１百万円となった。これは、長期借入金が前連結会計年度末から
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４千７百万円減少したほか、退職給付引当金が、前連結会計年度末から２千４百万円減少し、21

億１千３百万円となったことによるものである。

その結果、短期借入金、一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金を合計した有利子

負債は、前連結会計年度末から３億６千２百万円増加し、21億３千５百万円と拡大した。

ハ．資本

当連結会計年度末の純資産額は、前連結会計年度末から１億５千３百万円(１％)増加し、266

億７千５百万円となった。自己資本比率は前連結会計年度末の69.4％から66.2％に下降した。

また、一株当り純資産額は、前連結会計年度末の819.48円から826.33円に増加した。

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能

な情報に基づき最善の経営方針を立案すべく努めているが、ここ数年のトレンドを分析すると、粉

末冶金事業においては、既に記載したように当社の主要顧客である自動車メーカーにおけるグロー

バルレベルでのアライアンス、資本進出がさらに進展するものと予想しており、当社を含む自動車

部品メーカーにとっても、これへの対応が最重要課題の一つである。また、本事業においては粉末冶

金製法の特質を最大限に発揮した環境関連部品、高機能化部品の売上増加を見込んでいるが、これ

らの新製品は、技術的に難易度が高いものが多いため、製造技術面での一層の高度化、安定化を推進

していく考えである。化成品事業においては、当事業の主力製品であるブラウン管用黒鉛塗料は、ブ

ラウン管の液晶等への移行等により、今後売上が減少するものと懸念されるため、第２の収益の柱

となる新製品の開発、上市が最重要課題となっている。これに対応し、当社ではリチウムイオン電池

用負極材料を始めとする新製品の開発、上市に取り組んでいる。これに加え、当社では、粉末冶金製

品、化成品に次ぐ収益の柱となる新分野の製品開発にも注力しており、以上の施策を推進すること

により、粉末冶金事業におけるグルーバル対応によるシェア拡大と製造技術の高度化、化成品事業

における高付加価値新製品の開発と併せ、従来とは異なる分野における新事業を創出し、今後長期

間における当社グループの業容の拡大と業績の向上をはかることができると考えている。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、グローバル的な需要や業容の拡大、販売競争の激化に対処

するため、各セグメントの能力増強、省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための投資を行ってい

る。当連結会計年度の設備投資(有形固定資産、無形固定資産、長期前払費用完成ベース数値、金額には

消費税を含まない。)の内訳は、次のとおりである。

 当連結会計年度

粉末冶金関係 2,246百万円

化成品関係 82

その他 ―

合計 2,328

粉末冶金関係では、当社においては、輸送機械関係部品の需要増に対処するため、能力増強と合理化

を中心に、在外子会社においては、主要製品の製造設備の合理化等を中心に設備投資を実施した。

なお、所要資金は、自己資金、借入金によっている。

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。

(1) 提出会社

(平成20年３月31日現
在)

事業所名
(所在地)

事業の種類
別

セグメント
の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数建物
及び構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

本社及び松戸
事業所
(松戸市)

粉末冶金
関係他

粉末冶金
製品等製
造設備

989 2,054
132

(72,480)
520 3,697 539

香取事業所
(多古町)

粉末冶金
関係

粉末冶金
製品製造
設備

1,369 2,346
1,052

(52,125)
332 5,100 249

化成品関
係

化成品製
造
設備

489 546
724

(35,870)
102 1,861 65

東京事務所及
び東京営業所
他４営業所
(千代田区他)

販売業務
他

備品他 4 ― ― 35 39 39
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(2) 国内子会社

(平成20年３月31日現
在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数建物
及び構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

㈱ エ ム
イーシー

松戸事業
所他
(松戸市
他

粉 末 冶
金関係

粉 末 冶
金 製 品
加 工 及
び 梱 包
設備

205 194 ― 87 487 76

関東商事
㈱

本社及び
営業本部
他
(千代田
区他)

粉 末 冶
金 関 係
他

備品他 0 ― ― 1 1 21

 

(3) 在外子会社

(平成20年３月31日現
在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称

設備の内
容

帳簿価額

従業
員数

建物
及び構築
物

(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

H i t a c h i
Powdered Metals
(Singapore)
Pte. Ltd.

Tuas工場他
(シンガポー
ル)

粉末冶
金関係

粉末冶
金製品
製造設
備

200 390 ― 40 63091

S i n t e r i n g
Technologies,
Inc.

Greensburg
工場
(米国
インディアナ
州)

粉末冶
金関係

粉末冶
金製品
製造設
備

472 1,534
12

(121,206)
149 2,167223

日立粉末冶金
(東莞)
有限公司

東莞工場
(中国広東省
東莞市)

粉末冶
金
関係

粉末冶
金
製造設
備

220 907 ― 102 1,231129

化成品
関係

化成品
製造設
備

89 36 ― 16 14228

Siam HPM Co.,
Ltd.

タイ
バンコク

粉末冶
金関係

備品他 ― ― ― 22 22 17

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定である。

２　現在休止中の主要な設備はない。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、需要動向、投資効率等を総合的に勘案して作成している。

設備計画は原則的に連結会社各社が個別的に策定しているが、計画策定に当たっては、提出会社事

業部を中心に検討のうえ、調整を図っている。

なお、当連結会計年度末の現在における重要な設備の新設は、次のとおりである。

 

１　重要な設備の新設

 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達
方法

着手及び
完了予定年月

総額
(百万円)

既支払
額
(百万
円)

着手 完了

提出会社

松戸事業所他
(松戸市他)

粉末冶金
関係

粉末冶金
製品用製
造設備

1,312 ― 自己資金 H20/4H21/3

香取事業所
(多古町)

化成品関
係

化成品用
製造設備

66 ― 自己資金 H20/8H20/10

㈱エムイーシー
松戸事業所他
(松戸市他)

粉末冶金
関係

粉末冶金
製品用加
工設備

44 ― 自己資金 H20/5H21/3

Hitachi Powdered
M e t a l s
(Singapore)
Pte. Ltd.

Tuas工場他
(シンガポール)

粉末冶金
関係

粉末冶金
製品用製
造設備

92 ― 自己資金 H20/4H21/3

S i n t e r i n g
Technologies,
Inc.

Greensburg工場
(米国インディア
ナ州)

粉末冶金
関係

粉末冶金
製品用製
造設備

152 3
自己資金
及び借入
金

H20/2H21/3

日立粉末冶金
(東莞)
有限公司

東莞工場
(中国広東省東莞
市)

粉末冶金
関係

粉末冶金
製品用製
造設備

38 7
自己資金
及び借入
金

H19/12H20/6

   合計 1,704 10   

(注) １　金額には、消費税等は含まれていない。

２　上記設備計画完成後の生産能力は、製品ごとに多岐にわたるため、記載していない。

３　経常的な設備の更新のための売除却を除き、重要な設備の売除却の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引
所

名又は登録認可金
融

商品取引業協会名

内容

普通株式 32,473,69632,092,777―
権利内容に制限のない、標
準となる株式

計 32,473,69632,092,777― ―

(注)　平成20年３月26日付で東京証券取引所の上場廃止となっている。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年３月31日 1,11432,473,696 0 4,434 0 3,794

(注) １　転換社債の転換による増加である。
２　平成20年４月１日付で、保有する自己株式380,919株全ての消却を行い、発行済株式総数残高は
32,092,777株となっている。

 

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現
在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 7 14 19 12 ― 855 907 ―

所有株式
数
(単元)

― 199 200 29,901 73 ― 1,84732,220253,696

所有株式
数
の 割 合
(％)

― 0.62 0.62 92.80 0.23 ― 5.73 100 ―

(注) １　自己株式210,004株は個人その他に210単元、単元未満株式の状況に４株含まれている。なお、株主名簿記
載上の自己株式数と、平成20年３月31日現在の実保有自己株式数とは同一である。

２　証券保管振替機構名義の株式５単元はその他の法人に含まれている。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日立化成工業株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 29,667 91.36

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 147 0.45

津賀田産業株式会社
愛知県名古屋市瑞穂区鍵田町一丁目７
番

142 0.44

山　口　　　敏 大阪府大阪市西区 100 0.31

山　田　直　邦 東京都世田谷区 93 0.29

三菱UFJ信託銀行株式会社
(信託口)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 88 0.27

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 55 0.17

アイリスオーヤマ株式会社
宮城県仙台市青葉区五橋二丁目12番１
号

36 0.11

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 27 0.08

チェース　マンハッタン　バン
ク　ジーティーエス　クライア
ンツ　アカウント　エスクロウ
(常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室)

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9,
THOMAS MORE STREET LONDON, E1W
1VT, UNITED KINGDOM
(東京都中央区日本橋兜町六丁目７番)

24 0.07

計 ― 30,379 93.55

(注)　上記のほか当社所有の自己株式210千株(0.65％)がある。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　210,000

―
権利内容に制限のない、標準とな
る株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

32,010,000
32,010 同上

単元未満株式 普通株式　253,696 ― 同上

発行済株式総数 32,473,696― ―

総株主の議決権 ― 32,010 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権の数５個)含まれて

いる。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

日立粉末冶金株式会社
千葉県松戸市稔台五丁
目
２番地１

210,000 ― 210,000 0.65

計 ― 210,000 ― 210,000 0.65

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号及び会社法第155条第13号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 103,540 70

当期間における取得自己株式 2,915 1

 

会社法第155条第13号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 ― ―

当期間における取得自己株式 168,000 118

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株
式

― ― 380,919 258

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の売渡し) 1,710 1 ― ―

保有自己株式数 210,004 ― ― ―
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３ 【配当政策】

当社の利益配分については、株主各位に対し業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、併せ

て配当性向、企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して

決定する方針を採っている。また、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針

としており、いずれの配当についても決定機関は取締役会となっている。

当期の利益配当金については、日立化成工業㈱の株式公開買付け及び株式交換が行われることに鑑

み、当社が平成20年３月末日を基準日として期末配当を行った場合、本公開買付けに応募する場合と

しない場合とを比較すると、税務上の影響を含め、受け取る経済的利益に差異が生じ、株主の判断を複

雑にする可能性があるため、本公開買付けに応募する場合としない場合との取り扱いの差異を可能な

範囲で解消し、本公開買付けに応募するか否かについて、株主がより的確に判断できるよう、これを中

止した。

(注)　基準日が当事業年度に属する配当は以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当り配当額(円)

平成19年10月25日
取締役会決議

210 6.5

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 769 819 834 806 740

最低(円) 549 652 711 555 500

(注)　上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 588 579 702 706 740 701

最低(円) 520 500 505 701 672 666

(注)　上記の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。なお、当社株式は平成20年３月26日をもって

東京証券取引所の上場廃止となっている。
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５ 【役員の状況】

(1) 取締役

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
(代表執行
役・執行役
社長)

― 藤　波　　　弘
昭和22年５月28日

生

昭和45年４月当社入社

(注)２ ―

平成９年６月 当社化成品事業部長兼香取工場

長

平成11年６月当社取締役就任

平成15年６月当社執行役就任

平成16年４月当社執行役常務就任

平成18年４月当社代表執行役・執行役社長就

任

平成18年６月当社取締役兼代表執行役・執行

役社長就任(現)

取締役
(執行役
専務)

― 牧　野　　　健
昭和22年１月22日

生

昭和45年４月当社入社

(注)２ ―

平成11年１月当社経営支援センタ副センタ長

平成11年６月当社取締役就任

平成15年６月当社執行役就任

平成17年６月当社取締役兼執行役就任

平成18年４月当社取締役兼執行役常務就任

平成20年４月当社取締役兼執行役専務就任

(現)

取締役 ― 四　方　英　雄
昭和24年２月15日

生

昭和48年３月当社入社

(注)２ ―
平成15年６月当社新事業開発室長

平成15年６月当社執行役就任

平成19年６月当社取締役就任(現)

取締役 ― 宮　内　克　己
昭和21年８月18日

生

昭和46年４月㈱日立製作所入社

(注)２ ―

平成16年４月日立化成工業㈱執行役就任

平成17年６月当社取締役兼任(現)

平成18年４月日立化成工業㈱執行役常務就任

(現)

取締役 ― 田　中　一　行
昭和28年４月29日

生

昭和52年４月日立化成工業㈱入社

(注)２ ―

平成17年４月同社執行役就任

平成18年４月㈱日立メディアエレクトロニク

ス代表取締役・取締役社長就任

平成20年３月同社代表取締役・取締役社長退

任

平成20年４月日立化成工業㈱執行役常務就任

(現)

平成20年６月当社取締役兼任(現)

計 ―

 
(注) １　取締役宮内克己及び田中一行の両氏は社外取締役である。

２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会
終結の時までである。

３　当社は委員会設置会社であり、委員会体制は以下のとおりである。
指名委員会　委員長　藤波　弘、宮内克己、田中一行
監査委員会　委員長　四方英雄、宮内克己、田中一行
報酬委員会　委員長　藤波　弘、宮内克己、田中一行
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(2) 執行役

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表
執行役・
執行役社長

 
(取締役)

― 藤　波　　　弘
「(1)取締役」に
記載の通り

同左 (注) 同左

執行役専務
 

(取締役)
― 牧　野　　　健 同上

  

(注) 同左同左

  

執行役専務

粉末冶金

事業本部長

兼

テクニカル

センタ長

内　野　　　実
昭和24年６月18日

生

昭和47年４月日産自動車㈱入社

(注) ―

平成15年６月当社技術開発センタ長

平成15年６月当社執行役就任

平成18年４月当社執行役常務就任

平成19年４月当社粉末冶金事業本部長兼テクニ

カルセンタ長(現)

平成20年４月当社執行役専務就任(現)

執行役常務
モノづくり

センタ長
鈴　木　直　弘

昭和22年９月19日

生

昭和45年４月当社入社

(注) ―

平成11年７月当社営業本部東京営業所長

平成13年６月当社取締役就任

平成15年６月当社執行役就任

平成18年４月当社執行役常務就任(現)

平成19年４月当社モノづくりセンタ長(現)

執行役常務
経営支援
センタ長

澤　本　　　遵
昭和23年６月20日

生

昭和47年４月富士ファイバーグラス㈱入社

(注) ―

平成２年６月 日立化成工業㈱転入

平成18年１月日化テクノサービス㈱代表取締役

・取締役社長就任

平成19年３月同社取締役就任

平成19年４月当社執行役就任

平成19年４月当社経営支援センタ長(現)

平成20年４月当社執行役常務就任(現)

執行役常務

粉末冶金

事業本部

副本部長

瀬　里　信　義
昭和24年８月２日

生

昭和48年３月当社入社

(注) ―

平成13年６月当社粉末冶金事業部製造統括部長

平成15年６月当社執行役就任

平成16年６月日立粉末冶金(東莞)有限公司董事

長兼総経理兼任

平成19年４月当社粉末冶金事業本部副本部長

(現)

平成19年４月日立粉末冶金(東莞)有限公司董事

長兼任

平成20年４月当社執行役常務就任(現)

平成20年６月日立粉末冶金(東莞)有限公司董事

兼任(現)

執行役 ― 酒　井　　　純
昭和25年９月18日

生

昭和49年３月当社入社

(注) ―
平成14年５月Sintering Technologies,Inc.取締

役社長就任(現)

平成18年４月当社執行役就任(現)

執行役
機能製品
事業部長

細　井　博　明
昭和25年12月28日

生

昭和49年４月日立化成工業㈱入社

(注) ―
平成16年４月同社ディスプレイ材料事業部長

平成18年４月当社執行役就任(現)

平成18年４月当社機能製品事業部長(現)

執行役
営業統括
センタ長

永　井　隆　司
昭和24年11月７日

生

昭和45年４月当社入社

(注) ―
平成18年９月当社営業統括部長兼第一営業部長

平成19年４月当社執行役就任(現)

平成19年４月当社営業統括センタ長(現)

計  9名  ―   

(注)　執行役の任期は平成21年３月期の事業年度の末日までである。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 会社の機関の内容

当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の強化をはかるため「委員会設置会社」体制を採用し

ている。委員会設置会社は、業務執行の決定権限を大幅に取締役会から執行役に委譲し、監督機能と

執行機能の分離による経営の機動性をはかり、また、取締役会の傘下に社外取締役を中心とした指

名・報酬・監査の３委員会を設置して、取締役会の監督機能強化による従来以上に客観性と透明性

を追求した経営を行うことが可能となるものであり、当社はこれらの委員会等設置会社の特長を最

大限に発揮することにより、経営上の課題に対処していく。なお、現在の当社の取締役は５名、その

うち社外取締役は２名である。

 

(2) 内部統制システムの整備の状況

執行役の職務執行に対する内部統制については、代表執行役が重要事項を決定する際に、多面的

な検討を可能とするために「執行役会」を設置している。また、予算及び業績管理についても、予算

の確定等には取締役会の決議を経ているのに加え、毎月及び四半期ごとの業績も取締役会への報告

を行ってる。これに加え、コンプライアンス経営の一層の強化のため、CSR推進室が、従来各部門で行

われていたコンプライアンス、企業倫理、輸出管理、環境安全管理等を一元的に統制、推進する体制

をとることにより、内部統制システムの一層の整備をはかっている。また、執行役の職務の執行が法

令及び定款に適合し、かつ、効率的に行われることを確保するための体制として、上記執行役会の設

置等に加え、内部監査の実施、コンプライアンス確保のための教育、監査及び指導の実施、会社規則

の制定、運用を含む経営管理システムの整備、運用を推進している。

 

(3) リスク管理体制の整備の状況

リスクの管理については、会社規則で定めるとともに、各関係部門にて必要に応じ研修、マニュア

ルの作成・配布等を行っている。また、新たに生じたリスクに対応するため、必要に応じ、執行役社

長から全社に示達するとともに、速やかに対応責任者となる執行役を定めることとしている。

 

(4) 役員報酬の内容

 

区分 人数 報酬等の額

取締役
(うち社外取締役)

4名
(3)

21百万円
(7)

執行役 9 237

合計 13 258

(注) １　執行役のうち２名が取締役を兼務している。

２　報酬等の額には、平成20年６月に支給した期末手当３百万円(取締役)及び業績連動報酬54百万円(執行

役)並びに当事業年度における取締役及び執行役の退任慰労金要引当額53百万円が含まれている。

３　平成19年３月31日付で退任した執行役１名に対し、当事業年度中に支払った退任慰労金の額は６百万

円、平成19年６月22日開催の当社第46回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名に対し、当

事業年度中に支払った退任慰労金を含む報酬等の額は36百万円、辞任した執行役１名に対し、当事業年

度中に支払った報酬等の額は３百万円である。
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(5) 責任限定契約の内容

当社は、当社定款第25条第１項及び会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議を以て

会社法第423条第１項の規定による取締役(取締役であった者を含む。)及び執行役(執行役であった

者を含む。)の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款で定めている。

当社と社外取締役は、当社定款第25条第２項及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の規定による責任を限定する契約を締結している。当該契約に基づく責任の限度額は、

700万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としている。

以上は、取締役及び執行役が、その期待される役割を十分に発揮できることを目的とするもので

ある。

 

(6) 監査報酬の内容

当社が新日本監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬については、当期の報酬

総額を15百万円(消費税を除く)とし、これを平成19年９月、12月、平成20年３月、６月に按分して支

払っている。なお、当社と会計監査人との間に、非監査業務の対価の支払はない。

 

(7) 内部監査及び監査委員会監査の組織、人員及び手続並びに内部監査、監査委員会監査及び会計監

査の相互連携

内部監査については、社長直属の監査部が監査部長(兼任)他１名(専任１名)の２名により当社及

びグループ各社の監査を行い、監査委員会監査については、監査委員会室が室長１名(兼任)により

行う体制としている。

 

(8) 社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の内容

当社の社外取締役２名は親会社である日立化成工業㈱(当社への出資比率92.0％、４月１日から

は当社の完全親会社)の執行役常務である。

当社は、㈱日立製作所を中核とする日立グループに属しており、同社の子会社である日立化成工

業㈱の子会社として位置付けられる。日立化成工業㈱との関係については、上記人的、資本的関係は

あるものの、取引関係は殆ど存在しない。

 

(9) 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び監査業務に係る補助者の構成

 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

辻　　　幸　一 新日本監査法人

福　井　　　聡 新日本監査法人

 

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ３名

会計士補等 ５名
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(10)定款で定めている取締役の定数その他の事項

当社は以下の事項を定款で定めている。

当社は、取締役の定数は12名以内とする旨を定款で定めている。その選任決議については議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数

により行う旨並びに累積投票によらない旨を定款で定めている。

また、当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上に当る多数により行う旨並びに資本政策及び配当政策の機動性を確保するため、

剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会決議によらず取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めている。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度(平成19年３月31日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度(平成19年３月31日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度

(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸

表について、新日本監査法人により監査を受けている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   2,381   2,670  

２　受取手形及び売掛金 ※５  7,586   11,204  

３　たな卸資産   3,443   3,191  

４　繰延税金資産   503   543  

５　未収入金   1,816   1,783  

６　その他   124   49  

７　貸倒引当金   △59   △13  

流動資産合計   15,79641.3  19,42848.2

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物及び構築物  11,873   11,643   

減価償却累計額  △7,435 4,437  △7,566 4,076  

(2) 機械装置及び運搬
具

 37,798   37,698   

減価償却累計額  △29,072 8,726  △29,568 8,130  

(3) 工具器具備品  6,213   6,132   

減価償却累計額  △5,401 811  △5,480 652  

(4) 土地   1,923   1,921  

(5) 建設仮勘定   1,007   765  

有形固定資産合計   16,90644.2  15,54538.6

２　無形固定資産   217 0.6  196 0.5

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※１  1,609   1,406  

(2) 長期貸付金   9   98  

(3) 長期前払年金費用  2,445   2,460  

(4) 繰延税金資産   370   310  

(5) その他   876   851  

投資その他の資産合
計

  5,31213.9  5,12812.7

固定資産合計   22,43658.7  20,86951.8

資産合計   38,233100.0  40,298100.0
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   4,326   5,571  

２　短期借入金   1,629   2,095  

３　一年以内返済予定の
　　長期借入金

  47   40  

４　未払金   654   789  

５　未払費用   1,698   1,755  

６　未払法人税等   307   348  

７　その他   355   290  

流動負債合計   9,01923.6  10,89127.0

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   47   ―  

２　退職給付引当金   2,137   2,113  

３　役員退職慰労引当金   209   227  

４　負ののれん   ―   188  

５　その他   297   201  

固定負債合計   2,691 7.0  2,731 6.8

負債合計   11,71030.6  13,62233.8

        

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   4,43411.6  4,43411.0

２　資本剰余金   3,794 9.9  3,794 9.4

３　利益剰余金   18,53548.5  19,18947.6

４　自己株式   △69 △0.2  △138 △0.3

株主資本合計   26,69469.8  27,28067.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　為替換算調整勘定   △172 △0.4  △619 △1.5

評価・換算差額等合計   △172 △0.4  △619 △1.5

Ⅲ　少数株主持分   ― ―  15 0.0

純資産合計   26,52269.4  26,67566.2

負債純資産合計   38,233100.0  40,298100.0
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② 【連結損益計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   42,430100.0  48,097100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  35,09182.7  39,91883.0

売上総利益   7,33917.3  8,17917.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　荷造発送費  1,686   1,851   

２　従業員給与諸手当  2,348   2,318   

３　退職給付引当金繰入額  140   229   

４　減価償却費  147   195   

５　賃借料  205   205   

６　技術研究費  160   126   

７　その他  1,558 6,24814.7 1,558 6,48413.5

営業利益   1,0902.6  1,6953.5

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  19   32   

２　受取配当金  2   0   

３　固定資産賃貸収入  2   7   

４　貸倒引当金戻入額  ―   45   

５　持分法による投資利益  277   226   

６　為替差益  12   ―   

７　その他  68 382 0.9 122 434 0.9

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  106   117   

２　固定資産処分損  107   129   

３　たな卸資産処分損  40   ―   

４　その他  93 347 0.8 199 446 0.9

　経常利益   1,1252.7  1,6843.5

Ⅵ　特別利益        

　　投資有価証券売却益  143 143 0.3 ― ― ―

Ⅶ　特別損失        

　減損損失 ※２ ― ― ― 55 55 0.1

税金等調整前
当期純利益

  1,2693.0  1,6283.4

法人税、住民税
及び事業税

 357   527   

法人税等調整額  130 488 1.2 25 553 1.2

少数株主利益   ― ―  1 0.0

当期純利益   781 1.8  1,0742.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 18,180 △54 26,355

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当 ― ― △421 ― △421

　役員賞与 ― ― △5 ― △5

　当期純利益 ― ― 781 ― 781

　自己株式の取得 ― ― ― △15 △15

　自己株式の処分 ― △0 ― 0 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― △0 354 △14 339

平成19年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 18,535 △69 26,694

 

 

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 93 △441 △348 ― 26,007

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当 ― ― ― ― △421

　役員賞与 ― ― ― ― △5

　当期純利益 ― ― ― ― 781

　自己株式の取得 ― ― ― ― △15

　自己株式の処分 ― ― ― ― 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△93 269 175 ― 175

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△93 269 175 ― 515

平成19年３月31日残高(百万円) ― △172 △172 ― 26,522
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 18,535 △69 26,694

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当 ― ― △420 ― △420

　当期純利益 ― ― 1,074 ― 1,074

　自己株式の取得 ― 0 ― △70 △69

　自己株式の処分 ― △0 ― 1 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 653 △68 585

平成20年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 19,189 △138 27,280

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △172 △172 ― 26,522

連結会計年度中の変動額     

　剰余金の配当 ― ― ― △420

　当期純利益 ― ― ― 1,074

　自己株式の取得 ― ― ― △69

　自己株式の処分 ― ― ― 1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△447 △447 15 △432

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△447 △447 15 152

平成20年３月31日残高(百万円) △619 △619 15 26,675
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税金等調整前当期純利益  1,269 1,628

２　減価償却費  2,981 2,930

３　減損損失  ― 55

４　負ののれんの償却額  ― △20

５　退職給付引当金の増減額  64 △5

６　長期前払年金費用の増加額  △179 △15

７　受取利息及び受取配当金  △21 △33

８　支払利息  106 117

９　持分法による投資利益  △277 △226

10　売上債権の増加額  △174 △3,019

11　たな卸資産の増減額  △67 121

12　仕入債務の増減額  △50 601

13　その他  △137 64

小計  3,514 2,198

14　利息及び配当金の受取額  183 343

15　利息の支払額  △106 △117

16　法人税等の支払額  △515 △420

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,075 2,003

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有形固定資産の取得による支出  △2,925 △2,117

２　連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得
　　による収入

※２ ― 360

３　投資有価証券の売却による収入  199 ―

４　貸付による支出  ― △99

５　貸付金の回収による収入  11 12

６　その他  △30 12

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,743 △1,830

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の純増額  590 691

２　長期借入金の返済による支出  △46 △45

３　配当金の支払額  △421 △420

４　その他  △14 △68

財務活動によるキャッシュ・フロー  107 156

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  6 △40

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  445 288

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,936 2,381

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,381 2,670
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する

事項

子会社は全て連結されている。当該連

結子会社は、関東商事株式会社、株式会

社エムイーシー、Hitachi Powdered

Metals(Singapore)Pte.Ltd.、

Sintering Technologies,Inc.及び日

立粉末冶金(東莞)有限公司の５社であ

る。

なお、Bleistahl-STI North America,

Inc.の議決権の過半数を所有している

が、合併契約により「意思決定機関」

を実質的に支配していないため、子会

社ではなく、持分法適用の関連会社と

している。

子会社は全て連結されている。当該連

結子会社は、関東商事株式会社、株式会

社エムイーシー、Hitachi Powdered

Metals(Singapore)Pte.Ltd.、

Sintering Technologies,Inc.、日立粉

末冶金(東莞)有限公司及びSiam HPM

Co.,Ltd.の６社である。このうちSiam

HPM Co.,Ltd.については、従来当社の

持分法適用関連会社であったが、連結

子会社であるHitachi Powdered

Metals(Singapore)Pte.Ltd.による同

社の増資引き受けに伴い、議決権所有

割合が50％を超えたため、当連結会計

年度より連結子会社となった。

なお、Bleistahl-STI North America,

Inc.の議決権の過半数を所有している

が、合弁契約により「意思決定機関」

を実質的に支配していないため、子会

社ではなく、持分法適用の関連会社と

している。

２　持分法の適用に関す

る事項

関連会社Thai Sintered Products

Co.,Ltd.、Siam HPM Co.,Ltd.、三実精

工株式会社及びBleistahl-STI North

America, Inc.の４社に対する投資に

ついて、持分法を適用している。

関連会社Thai Sintered Products

Co.,Ltd.、三実精工株式会社及び

Bleistahl-STI North America, Inc.

の３社に対する投資について、持分法

を適用している。

３　連結子会社の事業年

度等に関する事項

　連結子会社のうち、日立粉末冶金(東

莞)有限公司の決算日は12月31日であ

る。連結財務諸表の作成に当たっては

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

て、連結上必要な調整を行っている。

　連結子会社のうち、日立粉末冶金(東

莞)有限公司及びSiam HPM Co.,Ltd.の

決算日は12月31日である。連結財務諸

表の作成に当たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引について、連結上必要

な調整を行っている。

４　会計処理基準に関す

る事項

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　有価証券

　その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時価

法

　　　(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

　②　時価のないもの

　　　移動平均法に基づく原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　有価証券

　その他有価証券

　①　時価のあるもの

同左

 

　　　

 

 

　②　時価のないもの

同左

 　デリバティブ

　時価法によっている

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資

産

　　主として、移動平均法に基づく原価

法により評価している。

　　なお、収益性が低下した棚卸資産に

ついては、帳簿価額を切り下げてい

る。

　デリバティブ

同左

　たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

　①　有形固定資産

　　　定率法(在外連結子会社の一部に

ついては定額法)によっている。

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によっ

ている。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

　①　有形固定資産

同左

 

  (会計方針の変更)

　当連結会計年度より、法人税法の改

正(「所得税法等の一部を改正す

る法律」(平成19年３月30日法律

第６号)及び「法人税法施行令の

一部を改正する政令」(平成19年

３月30日政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した減

価償却資産の減価償却の方法につ

いては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更している。

　これに伴い、前連結会計年度と同一

の方法によった場合と比べ、営業

利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益はそれぞれ65百万円減

少している。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載して

いる。

 　②　無形固定資産

　　　定額法によっている。

　②　無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、主として、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上している。

(3) 重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

同左

 　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上している。

　　数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとし

ている。

　　また、過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)による定額法

により、費用処理している。

　退職給付引当金

同左
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 　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規による期末要支給額を

計上している。

　役員退職慰労引当金

同左

 

EDINET提出書類

日立粉末冶金株式会社(E01424)

有価証券報告書

 49/106



 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理している。

　　なお、在外子会社の資産及び負債

は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

同左

　　

 (5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっている。

(6) 消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び

負債の評価に関する

事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は全面時価評価法を採用している。

同左

６　のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却につい

ては発生日以降５年間で均等償却し

ている。

同左

７　連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ケ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ている。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日)

を適用している。これによる損益に与える影響はない。

従来の資本の部の合計に相当する金額は26,522百万円

である。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成している。

―――――

(役員賞与に関する会計基準)

　「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号　

平成17年11月29日)を適用している。これによる影響額

は軽微である。

―――――

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

第９号　平成18年７月５日)が平成20年３月31日以前に

開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当連結会計年度から同会

計基準を適用している。これによる損益に与える影響は

ない。

　なお、同会計基準は、当社グループ各社の社内規則制定

等の受入準備が整った当中間連結会計期間後に適用し

ているが、当中間連結会計期間において同会計基準を適

用した場合、これによる損益に与える影響はない。

―――――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 

 
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１ 関連会社に対する資産

投資有価証券 1,604百万円

(うち、共同支配企業に対する投資の金額
21百万円)

関連会社に対する資産

投資有価証券 1,401百万円

(うち、共同支配企業に対する投資の金額
20百万円)

　２ 保証債務

　下記の従業員の金融機関借入金に対して、債務

保証をしている。

区分 期末現在高(百万円)

従業員
(財形住宅融資等)

608

保証債務

　下記の従業員の金融機関借入金に対して、債務

保証をしている。

区分 期末現在高(百万円)

従業員
(財形住宅融資等)

231

　３ 受取手形割引高

受取手形割引高 56百万円

受取手形割引高

受取手形割引高 6百万円

　４ 受取手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 101百万円

受取手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 141百万円

※５ 連結会計年度末日満期手形の処理

　連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、満期日に決済が行われたものとして処理

している。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形を満期日に決

済が行われたものとして処理している。

受取手形 346百万円

受取手形裏書譲渡高 17百万円

割引手形 4百万円

―――――

 

(連結損益計算書関係)

 

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１ 　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究

開発費は、1,442百万円である。

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,358百万円である。

※２ ――――― 減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上している。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

遊休資産 機械装置
千葉県香取郡
多古町

55

　当社グループの減損会計適用に当たっての資産

グルーピングは、継続的に損益の把握を行ってい

る管理会計上の事業所単位で行っている。

　当連結会計年度において、遊休状態にあると認め

られ今後も利用計画がない一部の機械装置につい

て帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に55百万円計上してい

る。

　なお、当該資産の回収可能額は正味売却価格で測

定しており、処分価額で評価している。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 32,473 ― ― 32,473

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 84 24 0 108

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　24千株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少　 0千株

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月26日
取締役会

普通株式 210 6.5平成18年３月31日平成18年５月30日

平成18年10月24日
取締役会

普通株式 210 6.5平成18年９月30日平成18年12月５日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 210 6.5
平成19年３月31

日
平成19年５月29

日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 32,473 ― ― 32,473

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 108 103 1 210

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 103千株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少　１千株

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

 

４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月25日
取締役会

普通株式 210 6.5平成19年３月31日平成19年５月29日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 210 6.5平成19年９月30日平成19年12月５日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,381百万円

現金及び預金同等物 2,381

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,670百万円

現金及び預金同等物 2,670

 ※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の追加取得により持分法適用関連会社であった

Siam HPM Co.,Ltd.を連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と

取得による収入(純額)との関係は次のとおりであ

る。

（単位：百万円）

流動資産 1,235

固定資産 11

流動負債 △745

負ののれん △209

少数株主持分 △14

関連会社株式 △195

子会社株式の取得価額 81

子会社の現金及び現金同等物 441

差引：連結範囲変更に伴う子会社
　　　株式取得による収入

360
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(リース取引関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
工具・器具
・備品
(百万円)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

取得価額相当
額

21 ― 21

減価償却累計
額相当額

3 ― 3

期末残高相当
額

17 ― 17

 
工具・器具
・備品
(百万円)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

取得価額相当
額

36 ― 36

減価償却累計
額相当額

13 ― 13

期末残高相当
額

23 ― 23

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 11

合計 17

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 12

合計 23

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2

支払利息相当額 0

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5

支払利息相当額 0

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左

オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 7百万円

１年超 6

合計 14

オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 2

合計 5
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(有価証券関係)

１　時価のない主な有価証券の内容

 

 

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券   

非上場株式 1,609 1,406

 

２　当連結会計年度に売却したその他有価証券

 

区分
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売却額(百万円) 199 ―

売却益の合計額(百万円) 143 ―

売却損の合計額(百万円) ― ―
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　取引の内容及び目的等

　　通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動

によるリスクを軽減するため、為替予約を行ってい

る。

①　取引の内容及び目的等

同左

②　取引に対する取組方針

　　通貨関連のデリバティブ取引については、主として

ドル建ての売上契約をヘッジするためのものである

ため、外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行うこと

とし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わな

い方針である。

②　取引に対する取組方針

同左

③　取引に係るリスクの内容

　　為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを

有している。

　　なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度

の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断し

ている。

③　取引に係るリスクの内容

同左

④　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の実行及び管理には、取引権限及

び取引限度額等を定めた「社内ルール」に従って、

資金担当部門が管掌役員の承認を得てこれを行い、

さらに、取引内容及び時価の状況を管掌役員から定

期的に執行役会に報告することでリスク管理を図っ

ている。

④　取引に係るリスク管理体制

同左

 

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年３月31日現在)

該当事項なし。

なお、為替予約取引を行っているが、前連結会計年度末現在、予約の実績がない。

 

当連結会計年度(平成20年３月31日現在)

該当事項なし。

なお、為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末現在、予約の実績がない。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

(1) 当社及び連結子会社の退職給付制度

当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度又は退職一時金制度

を設けている。また、当社は、確定拠出型の制度として、退職一時金制度の一部について確定拠出年

金制度を設けている。

 

(2) 制度別の補足説明

①　退職一時金

 設立時期 その他

当社及び国内連結子会社(２社) 会社設立時 ―

 

②　確定給付企業年金

 設立時期 その他

当社 平成16年 ―

(注)　当社の親会社である日立化成工業㈱と当社の親会社の子会社である日立化成ビジネスサービス㈱

との基金である。

 

③　確定拠出年金

 設立時期 その他

当社 平成16年 ―

(注)　当社の親会社である日立化成工業㈱及びそのグループ会社との連合型の年金である。

 

２　退職給付債務に関する事項
 

 
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

①退職給付債務(百万円) △8,749 △8,944

②年金資産(百万円) 8,623 7,341

③積立状況(百万円)(①＋②) △126 △1,602

④未認識数理計算上の差異(百万円) 435 1,949

⑤未認識過去勤務債務(債務の減額)(百万円) ― ―

⑥前払年金費用 2,445 2,460

⑦退職給付引当金(百万円)(③＋④＋⑤－
⑥)

△2,137 △2,113
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(注)

前連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成20年３月31日現在)

１　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。

同左

 

３　退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①勤務費用(百万円)(注)１ 279 280

②利息費用(百万円) 218 217

③期待運用収益(百万円) △174 △172

④数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 112 127

⑤過去勤務債務の費用処理額(百万円) △53 ―

⑥臨時に支払った割増退職金(百万円) 9 5

⑦退職給付費用(百万円) 392 458

⑧その他(百万円)(注)２ 53 55

　計 445 514

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上している。

２　「⑧その他」は確定拠出年金への拠出額である。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

②割引率 2.50％ 同左

③期待運用収益率 2.00％ 同左

④数理計算上の差異の処理年数 10年(発生年度の翌連結会計

年度から定額法により費用

処理することとしている。)

同左

⑤過去勤務債務の処理年数 ３年(定額法により費用処理

している。)

同左
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(ストック・オプション等関係)

該当事項なし。

 

次へ
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(税効果会計関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 (単位　百万円)

　未払賞与 326

　未払事業税 33

　退職給付引当金 854

　繰越欠損金 345

　減価償却費 346

　役員退職慰労引当金 83

　その他 462

繰延税金資産小計 2,452

　評価性引当額 △295

繰延税金資産合計 2,157

繰延税金負債  

　固定資産圧縮積立金 △82

　長期前払年金費用 △978

　その他 △241

繰延負債合計 △1,303

繰延税金資産の純額 854
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 (単位　百万円)

　未払賞与 365

　未払事業税 36

　退職給付引当金 846

　繰越欠損金 240

　減価償却費 289

　役員退職慰労引当金 91

　その他 416

繰延税金資産小計 2,286

　評価性引当額 △164

繰延税金資産合計 2,122

繰延税金負債  

　固定資産圧縮積立金 △77

　長期前払年金費用 △984

　その他 △227

繰延負債合計 △1,289

繰延税金資産の純額 832
　

　　当連結会計年度末(平成19年３月31日)現在の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　　流動資産－繰延税金資産 503

　　固定資産－繰延税金資産 370

　　固定負債－その他 △19
　

　　当連結会計年度末(平成20年３月31日)現在の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　　流動資産－繰延税金資産 543

　　固定資産－繰延税金資産 310

　　固定負債－その他 △21
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳　　　　　　　　　(％)

法定実効税率 40.0

(調整)  

　連結上相殺される受取配当金 8.5

　関連会社持分法利益 △3.6

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.3

　受取配当金益金不算入 △3.1

　国内より税率の低い
　海外子会社の利益

△4.3

　税額控除 △4.6

　その他 2.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳　　　　　　　　　(％)

法定実効税率 40.0

(調整)  

　連結上相殺される受取配当金 5.8

　関連会社持分法利益 2.1

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.2

　受取配当金益金不算入 △2.6

　国内より税率の低い
　海外子会社の利益

△9.7

　税額控除 △3.4

　その他 △1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.3
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

 

 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

粉末冶金関係
(百万円)

化成品関係
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,594 4,259 576 42,430 ― 42,430

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

83 1 ― 84 (84) ―

計 37,678 4,260 576 42,515 (84) 42,430

営業費用 37,001 3,867 556 41,424 (84) 41,340

営業利益 677 393 19 1,090 ― 1,090

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

      

資産 32,987 4,205 140 37,332 900 38,233

減価償却費 2,732 273 0 3,006 ― 3,006

資本的支出 3,009 69 ― 3,078 ― 3,078
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当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

粉末冶金関係
(百万円)

化成品関係
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,289 4,220 587 48,097 ― 48,097

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

100 1 ― 102 (102) ―

計 43,390 4,221 587 48,199 (102) 48,097

営業費用 42,174 3,761 568 46,504 (102) 46,402

営業利益 1,216 460 18 1,695 ― 1,695

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支
出

      

資産 35,277 4,074 150 39,501 796 40,298

減価償却費 2,691 241 0 2,932 ― 2,932

減損損失 ― 55 ― 55 ― 55

資本的支出 2,246 82 ― 2,328 ― 2,328

(注) １　事業区分は売上区分によっている。

２　各事業の主要な製品

(1) 粉末冶金関係……機械部品、軸受、金型

(2) 化成品関係………ブラウン管用黒鉛塗料、潤滑剤、離型剤、電子部品用導電材料、カートリッジリボ

ン、ラインプリンタリボン、ユニット製品、油圧ポンプ

３　前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は900百万円であり、

その主なものは、親会社での投資等(長期性預金、役員団体生命保険)である。

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は796百万円であ

り、その主なものは、親会社での投資等(長期性預金、役員団体生命保険)である。

４　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。

５　会計方針の変更

(当連結会計年度)

有形固定資産の減価償却の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　4. 会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社の有形固定

資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は粉末冶金関係が57百万円増加し、化

成品関係が８百万円増加し、営業利益が同額減少している。
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【所在地別セグメント情報】

 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

34,375 3,141 4,913 42,430 ― 42,430

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,996 394 249 2,639 (2,639) ―

計 36,371 3,535 5,163 45,069 (2,639)42,430

営業費用 35,395 3,378 5,207 43,981 (2,641)41,340

営業利益 976 157 △44 1,088 1 1,090

Ⅱ　資産 27,801 5,299 4,232 37,332 900 38,233

 

 

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

36,914 5,916 5,266 48,097 ― 48,097

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,753 386 211 2,351 (2,351) ―

計 38,667 6,303 5,478 50,449 (2,351)48,097

営業費用 37,364 5,979 5,427 48,771 (2,369)46,402

営業利益 1,303 324 50 1,678 17 1,695

Ⅱ　資産 29,165 6,850 3,485 39,501 796 40,298

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……シンガポール、タイ、中国

(2) 北米………米国

３　前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は900百万円であり、

その主なものは、親会社での投資等(長期性預金、役員団体生命保険)等である。

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は796百万円であ

り、その主なものは、親会社での投資等(長期性預金、役員団体生命保険)等である。

４　会計方針の変更

(当連結会計年度)

有形固定資産の減価償却の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　4. 会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社の有形固定

資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は日本が65百万円増加し、営業利益が

同額減少している。
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【海外売上高】

 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,415 4,324 278 665 9,684

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 42,430

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.4 10.2 0.7 1.6 22.8

 

 

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,838 4,570 269 509 12,187

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 48,097

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

14.2 9.5 0.6 1.1 25.3

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内部

売上高を除く。)である。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………韓国、中国、シンガポール、台湾、タイ

(2) 北米………………米国、カナダ

(3) ヨーロッパ………イギリス、ドイツ

(4) その他の地域……メキシコ、ブラジル
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項なし。

 

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項なし。

 

(3) 子会社等

該当事項なし。

 

(4) 兄弟会社等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の
子会社

日立化成
ビジネス
サービス
㈱

東京都
千代田区

140

情報システ
ムの開発、運
用及び事務
機器のリー
ス等

― ―

日立化成
工業㈱の
子 会 社
で 、当社
資金の日
立化成グ
ループ内
運用を委
託してい
る。

当社売掛債権
の譲渡　※１

1,193―

短期借入金
年間発生総額
※２

1,208―

親会社の
子会社

日 立 ア
セ ッ ト
フ ァ ン
ディング
㈲

東京都
港区

3証券化事業 ― ―

当社売掛
債権を譲
渡してい
る。

当社売掛債
権の譲渡
※１

2,159―

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

※１　取引金額については消費税等を含んでいる。

※２　資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は１年内で一括

返済としている。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱日立
製作所

東京都
千代田区

282,033
電子、電機、機
械器具の
製造及び販売

間接92.7％ ―

日立化成
工業㈱の
親会社で
あり、当社
の製品を
購入して
いる

粉末冶金
製品等の
販売
※１

2,156売掛金 561

(注)　※１　取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等が含まれている。

 

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項なし。

 

(3) 子会社等

該当事項なし。

 

(4) 兄弟会社等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の
子会社

日 立 ア
セ ッ ト
フ ァ ン
ディング
㈲

東京都
港区

3証券化事業 ― ―

当社売掛
債権を譲
渡してい
る。

当社売掛債
権の譲渡
※１

1,482―

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

※１　取引金額については消費税等を含んでいる。
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(１株当り情報)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当り純資産額 819円48銭１株当り純資産額 826円33銭

１株当り当期純利益 24円13銭１株当り当期純利益 33円22銭

(注) １　潜在株式調整後１株当りの当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２　算定上の基礎

(1) １株当り純資産額

 

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額
(百万円)

26,522 26,675

普通株式に係る純資産額(百万円) 26,522 26,660

差額の主な内訳(百万円)   

　少数株主持分 ― 15

普通株式の発行済株式数(株) 32,473,696 32,473,696

普通株式の自己株式数(株) 108,174 210,004

１株当りの純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

32,365,522 32,263,692

 

(2) １株当り当期純利益

 

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当り当期純利益   

　当期純利益(百万円) 781 1,074

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 781 1,074

　普通株式の期中平均株式数(株) 32,379,874 32,343,077

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,629 2,095 4.994 ―

１年以内に返済予定の長期借入
金

47 40 4.300 ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く。)

47 ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ―  

合計 1,724 2,135 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期中の借入金等の増減すべてをとらえた方法による加重平均利率によってい

る。

 

(2) 【その他】

該当事項なし。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
 

  
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   955   546  

２　受取手形 ※４  636   1,168  

３　売掛金 ※１  6,431   8,262  

４　製品   738   572  

５　原材料   168   182  

６　仕掛品   927   904  

７　貯蔵品   207   238  

８　前渡金   79   ―  

９　繰延税金資産   406   445  

10　未収入金 ※１  1,977   2,008  

11　その他   10   9  

12　貸倒引当金   △50   △6  

流動資産合計   12,48838.8  14,33243.7

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物  8,179   8,187   

減価償却累計額  △5,304 2,874  △5,500 2,686  

(2) 構築物  1,126   1,133   

減価償却累計額  △944 182  △967 165  

(3) 機械及び装置  28,595   28,518   

減価償却累計額  △22,714 5,881  △23,576 4,941  

(4) 車両運搬具  67   70   

減価償却累計額  △61 6  △64 6  

(5) 工具器具備品  4,527   4,535   

減価償却累計額  △3,976 550  △4,144 391  

(6) 土地   1,909   1,909  

(7) 建設仮勘定   369   598  

有形固定資産合計   11,77336.6  10,69932.7

２　無形固定資産        

(1) ソフトウェア   109   93  

(2) 施設利用権   14   12  

無形固定資産合計   123 0.4  106 0.3
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   5   5  

(2) 関係会社株式   2,863   2,863  

(3) 関係会社出資金   1,030   1,030  

(4) 長期貸付金   ―   92  

(5) 従業員長期貸付金   1   3  

(6) 関係会社長期貸付金  307   117  

(7) 長期前払費用   17   2  

(8) 長期前払年金費用   2,445   2,460  

(9) 繰延税金資産   346   281  

(10) 差入敷金保証金   208   208  

(11) 団体生命保険掛金  210   214  

(12) 長期性預金   300   300  

(13) その他   51   51  

投資その他の資産合計   7,78824.2  7,63223.3

固定資産合計   19,68461.2  18,43856.3

資産合計   32,173100.0  32,771100.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 ※１  4,245   4,554  

２　未払金 ※３  610   785  

３　未払費用   1,311   1,382  

４　未払法人税等   189   240  

５　前受金   ―   0  

６　預り金   339   277  

流動負債合計   6,69520.8  7,24022.1

Ⅱ　固定負債        

１　退職給付引当金   2,094   2,067  

２　役員退職慰労引当金   194   209  

３　長期未払金   277   180  

固定負債合計   2,5668.0  2,4567.5

負債合計   9,26228.8  9,69629.6

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   4,43413.8  4,43413.5

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  3,794   3,794   

(2) その他資本剰余金  0   0   

資本剰余金合計   3,79411.8  3,79411.6

３　利益剰余金        

(1) 利益準備金  547   547   

(2) その他利益剰余金        

固定資産圧縮積立
金

 124   115   

別途積立金  12,800   13,000   

繰越利益剰余金  1,279   1,320   

利益剰余金合計   14,75045.8  14,98345.7

４　自己株式   △69 △0.2  △138△0.4

株主資本合計   22,91071.2  23,07470.4

純資産合計   22,91071.2  23,07470.4

負債純資産合計   32,173100.0  32,771100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高        

１　売上高   35,266100.0  37,586100.0

Ⅱ　売上原価 ※２       

１　期首製品たな卸高  823   738   

２　当期製品製造原価  29,520   31,304   

合計  30,343   32,042   

３　期末製品たな卸高  738   572   

４　他勘定振替高 ※１ 11 29,59383.9 ― 31,47083.7

売上総利益   5,67316.1  6,11516.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１　荷造発送費  1,437   1,547   

２　販売手数料  316   240   

３　従業員給与諸手当  1,527   1,572   

４　退職給付引当金繰入
額

 131   168   

５　減価償却費  138   181   

６　賃借料  137   137   

７　技術研究費  160   126   

８　福利厚生費  193   199   

９　その他  1,037 5,07814.4 925 5,10013.6

営業利益   594 1.7  1,0152.7

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息 ※３ 15   13   

２　受取配当金 ※３ 261   226   

３　固定資産賃貸収入 ※３ 32   47   

４　受取手数料 ※３ 19   22   

５　貸倒引当金戻入額  ―   44   

６　その他  51 379 1.1 62 417 1.1
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息 ※３ 16   13   

２　為替差損  ―   55   

３　売上割引  20   25   

４　固定資産処分損  100   121   

５　たな卸資産処分損  28   ―   

６　固定資産賃貸費用  14   18   

７　公開買付対応費用  ―   37   

８　その他  85 265 0.8 68 341 0.9

経常利益   709 2.0  1,0912.9

Ⅵ　特別利益        

　　投資有価証券売却益  143 143 0.4 ― ― ―

Ⅶ　特別損失        

　減損損失 ※４ ― ― ― 55 55 0.1

税引前当期純利益   852 2.4  1,0362.8

法人税、住民税
及び事業税

 179   358   

法人税等調整額  136 315 0.9 25 383 1.1

当期純利益   536 1.5  653 1.7
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製造原価明細書

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  8,502 28.4 9,488 29.7

Ⅱ　労務費  6,232 20.8 6,782 21.3

Ⅲ　経費 ※１ 15,181 50.8 15,631 49.0

当期総製造費用  29,916 100.0 31,901 100.0

期首仕掛品たな卸高  998  927  

合計  30,914  32,829  

期末仕掛品たな卸高  927  904  

他勘定振替高 ※２ 466  620  

当期製品製造原価  29,520  31,304  

      

(注) １　原価計算の方法

組別総合原価計算を採用している。

２　※１経費のうち主なものは次のとおりである。

 前事業年度  当事業年度

減価償却費 2,010百万円 1,900百万円

外注加工費 7,380  7,783

その他 5,790  5,947

合計 15,181  15,631

※２他勘定振替高の内訳は次のとおりである。

 前事業年度  当事業年度

固定資産への振替高 408百万円 530百万円

その他の他勘定振替高 58  89

合計 466  620
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 0 3,794 547

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当 ― ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― △0 △0 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(前期分)

― ― ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(当期分)

― ― ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万
円)

― ― △0 △0 ―

平成19年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 0 3,794 547

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万
円)

144 12,450 1,493 14,635 △54 22,809

事業年度中の変動額       

　剰余金の配当 ― ― △421 △421 ― △421

　当期純利益 ― ― 536 536 ― 536

　自己株式の取得 ― ― ― ― △15 △15

　自己株式の処分 ― ― ― ― 0 0

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(前期分)

△10 ― 10 ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(当期分)

△9 ― 9 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― 350 △350 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万
円)

△20 350 △214 115 △14 100

平成19年３月31日残高(百万
円)

124 12,800 1,279 14,750 △69 22,910

 

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 93 93 22,902

事業年度中の変動額    

　剰余金の配当 ― ― △421

　当期純利益 ― ― 536

　自己株式の取得 ― ― △15

　自己株式の処分 ― ― 0

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(前期分)

― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(当期分)

― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ―
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　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△93 △93 △93

事業年度中の変動額合計(百万円) △93 △93 7

平成19年３月31日残高(百万円) ― ― 22,910
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

資本剰余金合計 利益準備金
自己株式処分差益

平成19年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 0 3,794 547

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当 ― ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― 0 0 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万
円)

― ― 0 0 ―

平成20年３月31日残高(百万円) 4,434 3,794 0 3,794 547

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万
円)

124 12,800 1,279 14,750 △69 22,910 22,910

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当 ― ― △420 △420 ― △420 △420

　当期純利益 ― ― 653 653 ― 653 653

　自己株式の取得 ― ― ― ― △70 △70 △70

　自己株式の処分 ― ― ― ― 1 1 1

　固定資産圧縮積立金の取崩 △8 ― 8 ― ― ― ―

　別途積立金の積立 ― 200 △200 ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百
万円)

△8 200 41 232 △68 163 163

平成20年３月31日残高(百万
円)

115 13,000 1,320 14,983 △138 23,074 23,074
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重要な会計方針

 

前事業年度 当事業年度

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式…………移動平均法に基づく原価法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

　　　時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式…………同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの…同左

 

 

 

　　　時価のないもの…同左

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　時価法によっている。

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　　主として、移動平均法に基づく原価法により評価し

ている。

　　なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価

額を切り下げている。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

同左

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっている。但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は除く)について

は、定額法によっている。

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

同左

 

 　(会計方針の変更)

　　当事業年度より、法人税法の改正(「所得税法等の一

部を改正する法律」(平成19年３月30日 法律第６

号)及び「法人税法施行令の一部を改正する政令」

(平成19年３月30日政令第83号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産の減価償却の方

法については、改正後の法人税法に基づく方法に変

更している。

　　これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそ

れぞれ63百万円減少している。

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっている。

　　　なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内

における見込利用可能期間(５年)によっている。

　(2) 無形固定資産

同左

　(3) 長期前払費用

　　　均等償却をしている。

　(3) 長期前払費用

同左

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し換算差額は損益として処理してい

る。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上している。

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左
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前事業年度 当事業年度

　(2) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。

　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することとしてい

る。

　　　また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による定額

法により、費用処理している。

　(2) 退職給付引当金

同左

　(3) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による

期末要支給額を計上している。

　(3) 役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

７　リース取引の処理方法

同左

８　消費税等の会計処理について

　　消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

８　消費税等の会計処理について

同左
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重要な会計方針の変更

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日)

を適用している。これによる損益に与える影響はない。

従来の資本の部の合計に相当する金額は22,910百万円

である。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。

―――――

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

第９号　平成18年７月５日)が平成20年３月31日以前に

開始する事業年度に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当事業年度から同会計基準を適用

している。これによる損益に与える影響はない。

　なお、同会計基準は、当社の社内規則制定等の受入準備

が整った当中間会計期間後に適用しているが、当中間会

計期間において同会計基準を適用した場合、これによる

損益に与える影響はない。

 

 

表示方法の変更

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (損益計算書)

　前事業年度において営業外損失の「その他」に含め

て表示していた「為替差損」は、営業外損失の合計の

100分の10を超えたため、区分掲記している。

　なお、前事業年度の「為替差損」は、17百万円である。

 

追加情報

該当事項はない。
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注記事項

(貸借対照表関係)

 

 
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１ 関係会社に対する債権・債務

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて

いる関係会社に対する主なものは次のとおりで

ある。

(1) 売掛金 1,652百万円

(2) 未収入金 345百万円

(3) 買掛金 414百万円

関係会社に対する債権・債務

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれて

いる関係会社に対する主なものは次のとおりで

ある。

(1) 売掛金 1,413百万円

(2) 未収入金 390百万円

(3) 買掛金 491百万円

　２ 保証債務

　下記の関係会社の金融機関借入金及び従業員の

金融機関借入金に対して、債務保証をしている。

区分 期末現在高(百万円)

S i n t e r i n g
Technologies,Inc.

1,047

従業員
(財形住宅融資等)

608

合計 1,656

保証債務

　下記の関係会社の金融機関借入金及び従業員

の金融機関借入金に対して、債務保証をしてい

る。

区分 期末現在高(百万円)

S i n t e r i n g
Technologies,Inc.

40

従業員
(財形住宅融資等)

231

合計 271

※３ 消費税等の取扱い

　未収消費税等及び未払消費税等は相殺のうえ、

未払金に含めて表示している。

消費税等の取扱い

同左

※４ 期末日満期手形

　事業年度末日手形の会計処理については、満期

日決済が行われたものとして処理している。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形を満期日決済

が行われたものとして処理している。

受取手形 274百万円

―――――

 

EDINET提出書類

日立粉末冶金株式会社(E01424)

有価証券報告書

 84/106



(損益計算書関係)

 

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１ 　他勘定振替高は、たな卸資産処分損11百万円

である。

―――――

※２ 　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究

開発費は、1,442百万円である。

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、1,358百万円である。

※３ 関係会社との取引にかかるもの

　関係会社との取引にかかる主なものが次のと

おり含まれている。

受取配当金 258百万円

固定資産賃貸収入 31

受取手数料 20

受取利息 11

関係会社との取引にかかるもの

　関係会社との取引にかかる主なものが次のとお

り含まれている。

受取配当金 226百万円

固定資産賃貸収入 29

受取手数料 22

受取利息 8

支払利息 4

※４ ――――― 減損損失

　当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上している。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

遊休資産 機械装置
千葉県香取郡
多古町

55

　当社の減損会計適用に当たっての資産グルーピ

ングは、継続的に損益の把握を行っている管理会

計上の事業所単位で行っている。

　当事業年度において、遊休状態にあると認めら

れ今後も利用計画がない一部の機械装置につい

て帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に55百万円計上して

いる。

　なお、当該資産の回収可能額は正味売却価格で

測定しており、処分価額で評価している。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 84 24 0 108

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　24千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少　　 0千株

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 108 103 1 210

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　 103千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少　　１千株

 

(リース取引関係)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 ―

合計 1

―――――
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度(自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

 

(税効果会計関係)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 (単位　百万円)

　未払賞与 268

　未払事業税 25

　退職給付引当金 837

　減価償却費 343

　その他 449

繰延税金資産小計 1,924

　評価性引当額 △110

繰延税金資産合計 1,814

繰延税金負債  

　固定資産圧縮積立金 △82

　長期前払年金費用 △978

　繰延負債合計 △1,061

繰延税金資産の純額 752
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 (単位　百万円)

　未払賞与 318

　未払事業税 29

　退職給付引当金 826

　減価償却費 286

　その他 409

繰延税金資産小計 1,871

　評価性引当額 △82

繰延税金資産合計 1,789

繰延税金負債  

　固定資産圧縮積立金 △77

　長期前払年金費用 △984

　繰延負債合計 △1,061

繰延税金資産の純額 727
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

 (％)

法定実効税率 40.0

(調整)  

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

4.8

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△4.7

　役員賞与支給額 1.7

　住民税均等割 0.8

　税額控除 △5.9

　その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.1
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

 (％)

法定実効税率 40.0

(調整)  

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

5.0

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△4.1

　役員賞与支給額 1.7

　住民税均等割 1.3

　税額控除 △7.4

　その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.0
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(１株当り情報)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当り純資産額 707円86銭１株当り純資産額 715円18銭

１株当り当期純利益 16円58銭１株当り当期純利益 20円21銭

(注) １　潜在株式調整後１株当りの当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２　算定上の基礎

(1) １株当り純資産額

 

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

22,910 23,074

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,910 23,074

普通株式の発行済株式数(株) 32,473,696 32,473,696

普通株式の自己株式数(株) 108,174 210,004

１株当りの純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

32,365,522 32,263,692

 

(2) １株当り当期純利益

 

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当り当期純利益   

　当期純利益(百万円) 536 653

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 536 653

　普通株式の期中平均株式数(株) 32,379,874 32,343,077

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため財務諸表等規則第124条に基づき記

載を省略した。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 8,179 12 3 8,187 5,500 199 2,686

　構築物 1,126 7 1 1,133 967 24 165

　機械及び装置 28,595 615
692
(55)

28,518 23,5761,435 4,941

　車両運搬具 67 4 1 70 64 4 6

　工具器具備品 4,527 378 370 4,535 4,144 390 391

　土地 1,909 ― ― 1,909 ― ― 1,909

　建設仮勘定 369 1,163 934 598 ― ― 598

有形固定資産計 44,7752,181
2,003
(55)

44,953 34,2532,054 10,699

無形固定資産        

　ソフトウェア 329 33 ― 362 268 48 93

　施設利用権 114 ― ― 114 102 1 12

無形固定資産計 444 33 ― 477 370 49 106

長期前払費用 92 0 ― 92 90 15 2

(注) １　当期増加額の主な内訳

機械及び装置…… 粉末冶金製品製造設備 512百万円  

工具器具備品…… 粉末冶金製品製造用金型 198百万円  

建設仮勘定……… 当期に増加した主なものは、粉末冶金関係であり、大半は当期中に機械及び装置

に振替えられた。その主な内訳は上記のとおりである。

２　当期減少額の主な内訳

機械及び装置…… 粉末冶金製品製造設備 428百万円 
 なお、当期減少額のうち(　)内は内書きで減損損失の計上額である。

工具器具備品…… 粉末冶金製品製造用金型 320百万円 
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【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 50 6 ― 50 6

役員退職慰労引当金 194 53 39 ― 209

(注)　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ)現金及び預金

 

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

普通預金 546

合計 546

 

(ロ)受取手形

ａ　主要相手先明細

 

相手先 金額(百万円)

協立機電工業㈱ 811

青山特殊鋼㈱ 102

㈱日立ハイテクノロジーズ 34

㈱村上開明堂 33

北陸製菓㈱ 27

その他 158

合計 1,168

 

ｂ　残高の期日別内訳

 

期日 金額(百万円)

平成20年４月 397

平成20年５月 393

平成20年６月 356

平成20年７月 21

合計 1,168
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(ハ)売掛金

ａ　主要相手先明細
 

相手先 金額(百万円)

新興電気㈱ 1,728

天方産業㈱ 768

㈱日立製作所 561

本田技研工業㈱ 542

日産自動車㈱ 456

その他 4,204

合計 8,262

 

ｂ　滞留及び回収状況
 

前期末売掛金
残高(Ａ)
 

(百万円)

当期計上高
(Ｂ)
 

(百万円)

当期回収高
(Ｃ)
 

(百万円)

当期末売掛金
残高(Ｄ)
 

(百万円)

回収率(％)
 
Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留率(％)
 
Ｄ
Ｂ

6,431 39,248 37,417 8,262 81.9 21.1

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記の当期計上高には消費税等が含まれている。

 

(ニ)たな卸資産

ａ　製品の明細
 

区分 金額(百万円)

粉末冶金製品部門 486

　(機械部品) (450)

　(軸受) (35)

化成品部門 80

　(化成品) (67)

　(リボン) (13)

組立品部門 5

合計 572
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ｂ　原材料の明細
 

区分 金額(百万円)

銅粉 5

鉄粉 34

黒鉛 40

ニッケル粉 53

薬品類 13

その他 35

合計 182

 

ｃ　仕掛品の明細
 

区分 金額(百万円)

粉末冶金製品部門 648

　(機械部品) (573)

　(軸受) (74)

化成品部門 94

　(化成品) (78)

　(リボン) (15)

組立品部門 77

その他 84

合計 904

 

ｄ　貯蔵品の明細
 

区分 金額(百万円)

修理部品 188

その他 50

合計 238
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(ホ)未収入金

 

区分 金額(百万円)

マルイアドバンス㈱ 367

㈱富士精機製作所 261

㈱エムイーシー 179

㈱ニッカコーティング 134

三実精工㈱ 127

その他 938

合計 2,008

 

②　固定資産

(イ)関係会社株式
 

区分 金額(百万円)

関東商事㈱ 21

㈱エムイーシー 10

Hitachi Powdered Metals (Singapore) Pte. Ltd. 649

Sintering Technologies, Inc. 2,183

合計 2,863

 

(ロ)長期前払年金費用
 

区分 金額(百万円)

退職給付債務 △6,667

未認識数理計算上の差異 1,786

年金資産残高 7,341

合計 2,460
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③　流動負債

買掛金

 

区分 金額(百万円)

マルイアドバンス㈱ 335

伊藤忠商事㈱ 309

㈱エムイーシー 263

㈱富士精機製作所 279

福田金属箔粉工業㈱ 197

その他 3,170

合計 4,554

 

④　固定負債

退職給付引当金

 

区分 金額(百万円)

退職給付債務 2,229

未認識数理計算上の差異 △162

合計 2,067

 

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
1,000株券、10,000株券、100,000株券及び1,000,000株券並びに当会社が特に必要を
認めた株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)　東京証券代行株式会社　本店

　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号　東京証券代行株式会社

　取次所 東京証券代行株式会社取次所

　名義書換手数料 無料

　新券交付手数料
　(１枚につき)

印紙税相当額に発行に要する費用を加算した額

単元未満株式の
買取り・買増し

 

　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)　東京証券代行株式会社　本店

　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号　東京証券代行株式会社

　取次所 東京証券代行株式会社取次所

　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載してこれを行う。なお、電子公告は当社の
ホームページに掲載することとしており、そのアドレスは下記のとおりである。
http://www.hitachi-pm.co.jp/koukoku/index.html

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

会社法第189条第２項に掲げる権利

株主の有する株式数に応じて募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

定款第７条第２項に規定する単元未満株式売渡請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

 

２ 【その他の参考情報】

事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第46期)(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月25日関東財務局

長に提出

(2) 半期報告書

(第47期中)(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月26日関東財務局長に提

出

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づく臨時報告書を平

成20年２月26日に関東財務局長に提出

(4) 有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書(上記(1)有価証券報告書の訂正報告書)を平成20年３月11日に関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月25日

日立粉末冶金株式会社

執行役社長　藤波　弘　殿

新日本監査法人

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日立粉末冶金株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日立粉末冶金株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以　上
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(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月26日

日立粉末冶金株式会社

執行役社長　藤波　弘　殿

新日本監査法人

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日立粉末冶金株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日立粉末冶金株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以　上
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(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月25日

日立粉末冶金株式会社

執行役社長　藤波　弘　殿

新日本監査法人

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日立粉末冶金株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第46期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日立粉末冶金株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月26日

日立粉末冶金株式会社

執行役社長　藤波　弘　殿

新日本監査法人

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

　指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日立粉末冶金株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第47期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日立粉末冶金株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。
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